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第 1章 序論

1.1研究の背景と目的

鉄骨鉄筋コンクリー ト構造 (以下,SRC構造)は,鉄骨構造 (以下,S構造)と鉄筋コン
クリー ト構造 (以下,RC構造)を組み合わせた構造システムであり, 日本で開発され,独
自の発展を遂げてきた建築耐震構造である。SRC構造は S構造と比較すると,RC部分が軸
力を負担できる剛性が大きくなること,鉄骨の周囲はコンクリー トであるため耐火被覆が

省略できること等の利点がある。また,RC構造と比較すると,断面中心に鉄骨が配されて
いるため耐力および変形が確保しやすいという利点がある。このように SRC構造は高い構

造性能を有する構造形式であるものの,近年の RC構造の高強度化および超高層化技術の飛
躍的な発展や,SRC造建築物自体の設計および施工の複雑さ等に伴うコス ト高および工期
の長期化,さ らには平成 10年の建築基準法大改正に伴う法規制の変更等が相乗し,平成 12

年以降その建設シェアは減少傾向を辿っている
1ヽ

一方で,平成 7年の兵庫県南部地震における SRC造建築物の被災状況をみると,柱脚部
および内蔵鉄骨の継手部における耐力不足など施工不良に起因する被害が少なからず確認

されたものの,SRC構造の総合的な耐震性能は他の構造に比して卓抜しており,依然揺る
ぎないものである。このように,耐震性能に優れた SRC構造の適用頻度がその設計および
施工の困難さ故に減少傾向にあることは,地震国である日本において安心・安全で持続可

能な社会を形成していく上で憂慮すべき事項である。

このような状況を鑑み,SRC構造における上記問題点の改善と次世代の長期対応型構造
を可能とする新しい建築合成構造システムとして,鉄骨と繊維補強コンクリー ト (以下 ,
FRC)のみで構成される鉄骨コンクリー ト (Concrctc Encased Stccl)合 成構造 (以下 CES構

造)が検討されているの～11ヽ

鉄筋を有しない CES構造では,柱梁の帯鉄筋による拘束力がまったくないため,かぶり
コンクリー ト部が早期に剥落することが予測され,十分な耐力性能および変形性能を発揮
されないと考えられる。しかし,断面中心に鉄骨が配されることから,鉄骨より内側のい

わゆるコアコンクリー ト部分は鉄骨による拘束を受けるため,破壊が容易には起きないと
いう可能性も予測され,十分な耐力性能を有することも考えられる。

既往の研究 0～
11)に
より,CES構造は従来の SRC構造と同等以上の復元力特性および損傷

軽減効果が得られることが分かっている。これらの研究のほとんどが内蔵鉄骨に交差 H形
鉄骨を用いたものである。一方,CES構造の実用化に向けては,内蔵鉄骨には施工が容易
で実建築物に対する適用頻度が高いと考えられる H形鉄骨を採用できることが望ましい。
そのためには H形鉄骨を内蔵した CES柱の構造実験を実施し,その適用性について検討す
る必要がある。平成 20年度には溝淵,松井,倉本らが,軸力比,鉄骨量およびせん断スパ

ン比を実験変数とした H形鉄骨内蔵 CES柱の静的加力実験 lの '1助を行い,破壊性状,耐力
性能および変形性能についての把握を試みた。しかしながら,軸力比の大きな試験体では



水平変形角の増加に伴い内蔵鉄骨に局部座屈が生じるため軸力保持能力を失う現象が起こ

り,こ のことが H形鉄骨内蔵 CES柱の実用化に向けた問題点の一つとして顕在化した。ま
た,H形鉄骨内蔵 CES柱の実用化には構造設計時の判断指標となる限界変形角を適切に評
価しうる定量的な評価手法の提案,お よび H形鉄骨内蔵 CES柱の復元力特性モデルを開発
する必要がある。

以上の背景をふまえ,筆者らは高軸力下におけるH形鉄骨内蔵 CES柱の内蔵鉄骨での局
部座屈防止を目的として,内蔵鉄骨のフランジに取り付けたバンドプレー トの幅,FRCの
繊維混入量および内蔵鉄骨のフランジ幅を実験変数とした CES柱の構造実験を実施した。
これらの実験結果を基づいて,本研究では CES合成構造システムにおけるH形鋼を用いた
柱部材の構造性能評価手法の確立を念頭において,

①実験における各パラメータ (軸力比,鉄骨量,せん断スパン比,内蔵鉄骨のフランジ

幅および FRCの繊維混入量)が H形鉄骨内蔵 CES柱の変形能力に及ぼす影響の解明
②各パラメータの影響を考慮した H形鉄骨内蔵 CES柱の変形能力評価式の提案
③静的非線形荷重増分解析および時刻歴応答解析に用いるH形鉄骨内蔵 CES柱の復元力
特性モデルの開発

を行うことを目的とする。

つ
４



1.2既往の研究

1.2.l CES構造の実用化に向けた既往の研究

既往の研究では,SC構造に高靭性型セメント系材料を用いた曲げせん断実験 0を行つた
が,骨材が入つていないために剛性の低下や乾燥収縮などの問題点が明らかになった。そ
こで,高靭性型セメント系材料に代わって FRCを用いた CES柱の曲げせん断実験 つが行な

われた。これによって上記の問題点が大幅に改善されたとともに,FRCを用いた CES柱部
材は SRC構造と同程度の優れた耐力・履歴性状を有することが確認された。この結果を受

けて,CES構造の実用化に向けた実験的研究が継続的に実施され,平成 13年から平成 17
年にわたって,高軸力を受けるFRCを用いた CES柱の構造実験 0,繊維補強モルタルパネ
ルおよび FRCパネルを用いて内蔵鉄骨を被覆した CES柱の構造実験 7,助 ,プ レキャス トCES

柱の構造実験
9'1の
がそれぞれ実施された。さらに平成 18年度の研究

11)で
は 2層 2スパンCES

フレームの静的載荷実験を実施し,大変形時の高い靭性能を有するとともに,エネルギー

吸収能力の大きな安定した復元力特性が確認されている。

以下ではこれらの実験的研究について詳しく述べる。

(1)高靭性型セメント系複合材料を用いた鉄骨コンクリー ト合成構造柱の復元力特性に関す

る研究 0

高橋,前田,倉本らは SRC構造の鉄筋を省略した鉄骨コンクリー ト構造 (以下,SC構造)
の弱点であるコンクリー ト部の拘束効果を改善するために,コ ンクリー トそのものの性能

を改善することを考えた。そこで,普通コンクリー トを代わり,引張靭性に優れた高靭性
型セメント系複合材料を用いることを提案し,実用化することを目的とした実験を行つた。

この実験において使用された高靭性型セメント系複合材料は, ビニロン繊維補強モルタル

(以下 , PVA― ECC(Polyvinyl Alcohol― Enginccrcd Cemcntations Compositc))で あり, ヽ レヽタル

の中にビニロン繊維を体積比で 1.5%程度混入することにより,ひび割れ発生以降に引張強

度を維持し,大きな引張靭性を有する。また,最大圧縮強度以降においても緩やかに応力

度が低下する性状を示す。この実験で用いたビニロン繊維の力学的特性を表 1-1に示す。

表 1-1 ビニロン繊維の力学的特性

長さ

(m)
繊維径

(mm)

引張強度

(N/mm2)

破断伸度

(%)

ルヒ]巨

(g/cm3)

ヤング係数

(N/mm2)

15 0.04 1850 7 1.3 4309

高靭性形セメン ト系複合材料を用いた柱部材の曲げせん断試験の結果では,SRC構 造と
比較 して PVA―ECCの高い靭性能から,コ ンクリー ト (PVA―ECC)部のひび害1れや圧壊など
の損傷が大変形時まで小さなレベルに留まると共に,耐力および靭性に富む良好な構造性

能が得 られ,鉄骨コンクリー ト構造の実用可能性が確認 されている。 しかし,コ ンクリー

トに PVA―ECCを用いる,つまり短繊維を混入することによつて施工性が悪くなることや ,

骨材が入つていないことから材料の剛`畦が低いということが明らかになっている。

-3-



(2)繊維補強コンクリー トを用いた鉄骨コンクリー ト合成構造の構造性能に関する研究 0

前述の研究 (1.2.1)で は,コ ンクリー ト部に高靭性型セメン ト系複合材料を用いていた

が,当該構造では骨材がないことから初期剛性の低下や乾燥 。収縮といった点が問題とな

つた。そこで,足立 。大池・倉本 。川崎らはそれらの問題を解決するために,高靭性型セ

メント系複合材料に代わって繊維補強コンクリー トを用いることを提案し,鉄骨コンクリ
ー ト構造に用いる繊維補強コンクリー トを選定するために,調合実験を行い,その結果に
より選定された繊維を使用した CES柱の曲げせん断実験を行った。

繊維補強コンクリー トに用いられた材料は,ベースコンクリー トに普通ポル トランドセ

メント,細骨材,最大粒径 15mmの粗骨材,お よび高性能 AE減水剤 (3%)である。使用
した繊維は,繊維径 0.66mmで繊維長 3011mの ビニロンファイバー (以下,RF4000と 呼称),

繊維径 0.44rllmで繊維長 24mmの ビニロンファイバー (以下,RF1500と 呼称),および ドッ
グボーンタイプで換算径 0.44mm,で繊維長 35mmの ステンレスファイバー (以下,F430D
と呼称)である。水セメント比は 50%で,単位水量 172kg/m3,細骨材率 70%である。表 1-2

にそれぞれのコンクリー トの配合表を示す。

表 1…2 繊維補強コンクリー トの配合表

RF1500を体積混入率1.0%で作製 したコンクリー トは使用した繊維の体積が他のものと比

べて小さいため 1.0%では良好な施工性が得られたが,体積混入率が2.0%の ものでは繊維が

粗骨材と絡んでしまい,流動性の面では 1.0%の ものに比べると劣つている。これは繊維一

本あたりの体積が他と異なり小さく,多 くの繊維を必要としたためだと思われる。そのた

めバイブレーターを用いても流動化がなかなか得られない状態であり施工性も良好とはい

えない状態であった。

RF4000を用いて作製したコンクリー トでは体積混入率 1.0%お よび 2.0%の 両方において

繊維および粗骨材は一様に分散していた。施工性においても,2.0%の ものは混入率の増加

によって少し悪くなったが実用面においては問題にならないほどであつた。

F430Dを用いて作製したコンクリー トでは,体積混入率 1.0%お よび 2.0%において混入量

に変わらず良好な施工性が得られている。

Specimen

水セメ

ン ト比

W/C(%)

糸田ギ詐

材率

S/A(%)

維

入

Ｖｆ

繊

混

量

所要量

水 W

(kg)

セメ

ン ト

C(kg)

細骨材

S(kg)

粗骨材

A(kg)

繊維

Vf(kg)

混和剤

(kg)

VFl

53 70

1.0

91 172 641 268

6.5

2.58VF2
2.0

13.0

SF2 40.0

4̈-



これらの上記のコンクリー トにおいて ¢100×200mmの円柱試験体について圧縮試験およ
び引張試験を行い,100× 100×400mmの直方体供試体について曲げ試験を行つている。
圧縮試験では, ビニロンファイバーおよびステンレスファイバーともに混入量 2.0%で実

験を行った。RF4000と F430Dに おいては,NF4000の方が若干高い耐力になっている。最
大強度以降のひずみ軟化性状な混入繊維の投入に関係なく同様の傾向を示した。

直接引張試験では,繊維混入率の違いによる耐力の差は見られなかったが,最大応力以
降の応力安定状況に達するまでのひずみは繊維混入量の増加により小さくなる傾向にある。

それぞれのコンクリー トも,10レ 付近のひずみで最大引張強度を記録している。最大耐

力以降の応力安定状態に達するまでのひずみは,繊維混入量の増加に伴い,月 さヽくなる傾
向が認められている。繊維別で比較すると混入率の違いにかかわらず RF4000は強度が最も

強く,最大耐力後のひずみの進行度も他の RF1500や F430Dに比べて緩やかであり靭性が
あることが分かる。ステンレスファイバーF430Dを用いたコンクリー トはビニロンファイ
バーのものと比べて応力は低くなっている。

曲げ実験では,ビニロンファイバーRF1500を 2.0%混入した供試体が最大強度を記録して

おり,RF4000を 用いた供試体の強度が最も低かった。またすべての繊維においてひび割れ

発生後変形が進むにつれて曲げ応力は増減を繰り返している。ビニロンファイバーを用い

た供試体ではひび害1れ発生後から高い靭性を発揮しており,ステンレスファイバーを用い

た供試体では,ひび割れ発生までの耐力の増加が確認されている。
これらの繊維補強コンクリー トを用いた CES柱の曲げせん断実験について以下に示す。
試験体は,上下加カスタブを有し,柱部分の断面は b×D=400×400mm,内法高さ乃Fl,600mm
である。せん断スパン比 (a/D=2.0)と した。内蔵鉄骨は 2-H-300× 150× 6.5×9の交差 H形鉄
骨を用いた。体積混入率 1.0%の RF4000を用いた試験体 (以下,VFlと 呼称),2.0%の RF4000

を用いた試験体 (以下,VF2と 呼称),および 2.0%の F430Dを用いた試験体 (以下,SF2
と呼称)を作製し,実験を行つた。実験結果を表 1-3に ,最終破壊状況を写真 1-1に ,水平
荷重―水平変形角関係を図 1-1に それぞれ示す。

試験体 VFlでは,高い構造性能を示すことが確認されている。初期曲げひび割れは水平

変形角 R=0.003rad.程度の時点から柱頭部および柱脚部で観察され,R=0.0154rad.で最大耐力

に達した後,緩やかに耐力が低下した。

試験体 VF2も VFlと 同様に高い構造性能を示した。繊維量が VFlよ り多いため,試験体

VFlに比べて最大耐力以降の靭性能が若千向上している。せん断ひび割れについては試験
体 VFlよ りもさらに分散性が増しており,修復性においてもより有効な構造であることが

確認されている。

試験体 SF2は ,最大耐力およびそれに対応する変形角がともに他の 2体に対して大きく,

極めて高い構造性能を示すことが確認された。

剛性においては, どの試験体も高靭性型セメント系複合材料を用いた CES構造柱よりも

剛性が増していることが確認されている。また繊維の種類は岡1性に影響を及ぼさないと考

-5-



えられる。実験結果より,繊維補強コンクリー トを用いることによりSRC構造と同程度の

優れた耐力および履歴性状が得られ,損傷も大変形時まで小さなレベルに抑えられ,修復

性に優れていることも確認されている。また,高靭性型セメン ト系複合材料を用いた CES

構造で見られた初期剛性の低下や,乾燥収縮といった弱点も大幅に改善されている。

表 1-3 実験結果一覧

Specimen

部材降伏時 最大耐力時

Rr(rad.) P,(kN) R777(rad) P″ (kN)

VFl 00109 612.4 0.0154 689.4

VF2 0.0103 608.0 00151 7032

SF2 0.0110 643.4 0.0204 737.5

…
祗

(b)試験体 VF2

写真 1-1 最終破壊状況

(a)試験体 VFl

-6-

(c) 言式験体 SF2
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(3)高軸力を受ける繊維補強コンクリー トー鋼合成構造柱の構造性能に関する研究 0

前述までの研究で,CES構造の高い構造性能が確認されている。しかし, どの試験体も
軸力比 (N/bDの)はいずれも0.1～0.13程度であり,CES構造の構造性能に軸力比が及ぼす

影響は把握されていない。そこで,足立・倉本・川崎・柴山らは CES構造の構造性能に及

ぼす軸力の影響を把握するため,軸力比をパラメータとして実験を行っている。なお,こ
の実験では,文献 2)の実験結果を参考に,RF4000を体積混入量で2.0%混入した。

柱部分は断面が 330mm× 330mm,内 法高さ 1,320mm,内蔵鉄骨は 2-H-250× 125× 6×9であ

り,せん断スパン比 (a/D2.0)と した。試験体は 3体作成し,軸力比 0.32お よび 0.57の一

定軸力下で載荷した試験体を2体 (以下,VF2N3および VF2N5),お よび軸力比-0.32～ 0.57

の変動軸力を載荷下試験体 1体 (以下,VF2NV)と した。実験結果を表 1-4に ,水平荷重
―水平変形角関係を図 1-2に ,最終破壊状況を写真 1-2に それぞれ示す。

試験体 VF2N3では,高い構造性能を示すことが確認された。初期曲げひび割れは水平変

形角 R=0.005rad.程度から柱頭部で観察され,R=0.0145rad.で最大耐力に達した後,緩やかに

耐力が低下した。

試験体 VF2NVはせん断力に応じて軸力を変動させた試験体であったが,R=0.0142rad.で
鉄骨が降伏し,R=0.0151rad。 で最大耐力を記録した。その後緩やかに耐力が低下した。

試験体 VF2N5では,最 も高い軸力を載荷しており,最 も早期にひび害Jれが生じた。 しか
しながら,水平荷重一水平変形角関係においては最も大きな履歴ループを描いており,高
い構造性能が確認された。軸力による水平荷重―水平変形角関係の履歴ループを比較する

と軸力が高くなるにつれて剛性が高くなることが確認された。また,高軸力よつて曲げひ

び害1れの進展を遅らせ,せん断ひび割れにおいては高軸力によつてひび割れが進展するこ

とが分かった。さらに軸力が高くなるにつれて水平荷重―水平変形角関係の履歴ループ面

積が大きくなり,多くのエネルギーを吸収できることが確認された。

表 1-4 実験結果一覧

Specimen

部材降伏時 最大耐力時

ら

(rad。 )

ら

(kN)

R″

(rad.)

為

(kN)

VF2N3 0.01 424.6 0.0145 480.5

VF2NV 0.0142 448.l 0.0151 453.5

VF2N5 0.0101 414.8 0.0123 439.3
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(a)VF2N3 (b)VF2NV
写真 1-2 最終破壊状況

(c)VF2N5
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(4)繊維補強モルタルパネルで被覆した CES構造柱の構造性能に関する研究⊃

前述の研究 (1.2.3)では打設の際に柱脚部にジャンカが生じ,繊維補強コンクリー トの

施工性には若千の課題を残した。そこで柴山・倉本・川崎・FAUZANら は CES構造の施工

性の改善を目的として内蔵鉄骨を繊維補強モルタルパネルで被覆 し,その中に普通コンク

リー トを打設した CES柱の曲げせん断試験を行った。使用した繊維は,繊維直径が 0.hm,

長さが 12111mの ビニロンファイバー (以下,REC100Lと 呼称)であり,柱断面を図 1-3に

示す。

コンクリー ト

卜300× 220X
10X15

ー図 1-3 柱断面図

試験体の柱部分は断面が ら×D=400mm× 400111m,内法高さ か 1,600mm(せん断スパン比

a/D=2)で ある。試験体は繊維補強モルタルパネルで内蔵鉄骨を被覆し,パネル同士をエポ

キシ系接着剤で接着されている。試験体は 2体製作し,一定軸力 (軸力比 ルのDの=0.3)お

よび変動軸力を載荷する試験体 (以下,CES3Sお よび CESVS)と した。また,実験結果を

表 1-5に ,水平荷重―水平変形角関係を図 1-4に ,最終破壊状況を写真 1-3にそれぞれ示す。

試験体 CES3Sでは,R=0.01rad.に おいて引張側の柱頭および柱脚部のスタブとの接着部に

ひび害1れが生じ,また柱中央部にせん断ひび害Jれが発生している。R=0.015rad.の 2サイクル

目において柱頭部に圧縮ひび割れが生じているた。R=0.o2rad.で引張側の柱隅角部のパネル

接着部にひび割れが生じている。また,柱頭および柱脚部に多くのせん断,曲げひび割れ
が生じている。その後,R=0.04rad.で モルタルパネルが剥離している。

試験体 CESVSでは,変動軸力を作用させた試験体であったが,R=0.005rad.で は軸力は
CES3Sと 同程度であり, 日立ったひび割れは見られなかつた。負載荷時では,引 張軸力と

なるためひび割れが多数確認された。R=0.olrad.に おいて柱中央部にせん断ひび害Jれが発生

している。R=0.015rad.の 1サイクルロにおいて柱頭部に圧縮ひび害Jれが生じ,さ らに高軸力

による影響で縦に大きなひび害1れが生じている。なお,R=0.02rad.以 降に新たなひび害1れは

発生した。これは,R=0.015rad.程 度で生じたひび害1れに変形が集中したためと考えられる。

また,試験体 CES3Sでは水平荷重―水平変形角関係において R=0.Oo5rad.程 度までは変

位振幅の増大に伴 う剛性の低下は少なく弾性的な挙動を示した。R=o.olrad.以 降せん断ひび

割れが多く認められたが,R=0.015rad.に達するまで剛性は低下するものの耐力は増加 してい

つた。その後,振幅の増大に伴い耐力が若千増加し,R=0.03rad.で 最大耐力を記録した。ま

た,最大耐力後の耐力低下も少なく,R=0.05rad.の 最終サイクルまで合成構造部材特有のエ

丁

劃

「

上



ネルギー吸収能力の大きな安定した復元力特性を示した。

変動軸力を作用させた試験体 CESVSで は,正載荷時において圧縮軸力が増加するにつれ

て逆 S宇型になり,引張軸力が増加する負載荷時では紡錘型の履歴ループを描いている。
なお鉄骨は正載荷時ではR=0.009rad.付近で,負載荷時ではR=-0.01lrad.付 近で降伏している。

R=0.015rad.で 最大耐力を記録し,その後緩やかに耐力が低下した。なお,鉄骨が R=-0.03rad.

の 2サイクルロにおいて,フ ランジとスタブとの溶接面で破断したため,その後耐力が低

下した。しかし,正載荷時において耐力はほとんど低下しておらず,フ ランジ破断の影響
はほとんど見られなかった。

しかし,モルタルパネルと内部コンクリー トが大変形時に剥離したため,パネルとコン

クリー トの一体性が問題となつた。また,使用した繊維補強モルタルパネルでは,ひび害J

れの進展を抑制することができなかった。パネルの構造性能の改善が今後の課題となつた。

表 1-5 実験結果一覧

Specimen

部材降伏時 最大耐力時

ら

(rad.)

PI

(kN)

R″

(rad.)

為

(kN)

CES3S
正

負

0.01 694.5 0.03 817.5

-0.01 -687.5 -0.015 -792.0

CESVS
正

負

0.009 761.0 0.015 779.0

-0.011 -437.5 -0.03 -510.0

(a) CES3S             (b)
写真 1-3 最終破壊状況

つ
ん

CESVSl
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(5)繊維補強コンクリー トパネルで被覆した鉄骨コンクリー ト柱の復元力特性に関する研究 0

前述の研究 (1.2.4)で は,繊維補強コンクリー トパネルで被覆した CES柱においては,

大変形時にパネルとコアコンクリー トの一体性が失われるという課題が残された。また ,

モルタルパネルに投入した繊維ではあまりひび割れの抑制効果が得られなかった。柴山・

倉本 。永田・川崎ら助は外郭プレキャス ト (以下,Pca)パネルを有するCES構造の一体性

の改善を目的として,図 1¨4に示す形状にパネル接合面を改良した。さらに投入繊維も,既

往の研究において良好な結果が得られたビニロンファイバーRF4000を 使用することでひび

割れ幅の抑制を試みた。実験結果を表 1-6に ,水平荷重一水平変形角関係を図 1-5に ,最終

破壊状況を写真 1-4にそれぞれ示す。

図 1-4 柱断面図

表 1…6 実験結果一覧

Specimen

部材降伏時 最大耐力時

烏 ら R″ 為

(rad.) (kN) (rad.) (kN)

FCCES3
正 0.0077 658.0 0.015 716.0

負 -0.008 -699.5 0̈.03 -720.0

FCCESVl
正 0.0051 533.0 0.01 768.0

負 0̈.01 -393.5 -0.04 -485.5

FCCESV2
正 0.0048 545.5 0.008 697.0

負 -0.009 -318.0 -0.04 -425.0

試験体の柱部分は前述の研究 (1.2.4)と 同様に,断面が b×D400mm×400mm,内法高さ

力=1,600mm(せん断スパン比 a/D2)である。試験体は繊維補強コンクリー トパネルで内蔵

鉄骨を被覆し,パネル同士をエポキシ系接着剤で接着されている。試験体は 3体製作し,
一定軸力 (軸力比武い の=0.3)および変動軸力を作用させる試験体が 2体 (以下,FCCES3

および FCCESVl,FCCESV2)と した。2種の変動軸力は,以下の式に従って変動させた。

肝=0.さ゛30

ハLO.1 ふヽ4.52

試験体 FCCES3においては,安定した履歴ループを描いている。鉄骨は R=0.007rad.で降

(1-1)

(1… 2)

10X15 [   400
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伏 しているもののその後も耐力は上昇 し,R=0.015rad.で 最大耐力 716.OkNを記録 した。その

後も耐力はほとんど低下することはなかった。

式(1-1)に よる変動軸力を受ける試験体 FCCESVlでは,圧縮側では逆 S字型,引 張側では

紡錘型の履歴ループを描いている。鉄骨は R=0.005rad.で 圧縮降伏 し,R=0.01rad.で最大耐力

768.OkNを記録 した。その後,変形の進行に伴い耐力が徐々に低下 した。引張側では,ひず

み硬化の影響によりR=-0.04rad.ま で耐力が上昇 し,-485.5kNを 記録 した。

式(1-2)に よる変動軸力を受ける試験体 FCCESV2で は,R=0.0048rad.で鉄骨が圧縮降伏 し,

R=0.008rad.で最大耐力 697.OkNを記録 した。その後,高軸力の影響によリパネル接着部の反

対側に多くのせん断ひび割れが生 じ,その後変形の進行に伴い耐力が大きく低下した。 し

かしながら,引張軸力側では,R=-0.04rad.ま で安定 した挙動を示 し,最大耐カー425.OkNを記

録 した。

せん断ひび割れは,既往の研究 (1.2.4)で 使用 した繊維 (繊維径 0.lmm,長 さ 12mm)に

比べて大きな抑制効果があつたといえる。特に軸力が高くなるにつれてその効果は顕著に

現れている。曲げひび割れにおいても,早期に発生 したが除荷時ではひび割れは閉じてお

り,R=0.01rad.ま ではひび害Jれ幅はほぼ 0であった。一定軸力下では投入繊維による差はほ

とんど見られなかったが,高軸力下では前述研究 (1.2.4)の 繊維に比べてひび割れ幅は半

分以下であり,抑制効果が認められる。また,ひび割れが細かく入ったことから,ひび割

れの分散効果も確認 された。 しか し外郭パネルはどの試験体も R=0.03か ら R=0.04rad。 で一

体性が失われてお り, さらなる検討が必要となつた。

(b)

写真 1¨4
FCCESVl
最終破壊状況

(a)FCCES3 (c)FCCESV2

‐15¨



（ど
こ

①
Ｒ
ｅ

Ｌ
ｏ
①
ミ
∽

，
こ
ｏ
ｅ
Ｒ

Ｇヽ
ｏ
ミ
∽

-4  -3  -2  -7   θ   7   2   3

Drir angre rx′σ
2raCた

'(a)試 験体 FCCES3

-5  -4  -3  -2  ‐7   θ   ′   2   3   イ

Drir angre rx′σ
2raCた

'(b) :試験体 FCCESVl

‐5  -4  -3  -2  -7   0   ′   2   3   4

Drir angre rxfο
‐2rad.リ

(c) :試験体 FCCEV2

図 1‐5 水平荷重一水平変形角関係

一ビ
こ

ｏ
證
硬

ヽ
ｏ
①
ミ
∽

-16‐



(6)プ レキャス トCES柱の構造性能に及ぼすパネル接合方法の影響に関する研究 9'10)

前述の研究 (1.2.5)では大変形時にパネル と内部コンクリー トの一体性が得 られなかつ

たという課題が残つた。そこで永田,津留,松井,倉本 らはパネルと内部コンクリー トの

一体性に主眼を置き,パネルの形状の違いによる構造特性や応力伝達メカニズムに及ぼす

影響を把握することを目的とした 4体の試験体による実験を行つた。

試験体 CES― Sはパネルの内側にスタッドを取 り付けることで,一体性の確保を試みてい

る。試験体 CES―Blはパネル内部の四隅にアングルを取 り付け,各パネルをアングルにボル

トで接合 した。試験体 CES¨B2は CES― Blと 同様の接合方法だが,パネルの向きに違いを与

えた。試験体 CES¨ S,CES― Blお よび CES―B2は繊維補強コンクリー トをパネルとして使用

する。試験体 CES―Uはパネルを用いない繊維補強コンクリー トによる一体打ちとした。詳
細を図 1-6に ,実験結果を表 1-7に 示す。

また,水平荷重―水平変形角関係を図 1-7に ,最終破壊状況を写真 1-5に それぞれ示す。

(a) CES¨S (b) CES¨Bl

図 1-6 試験体断面図

(c)CES―B2

H-300× 220× 10X15 普通コンク

表 1¨7 実験結果一覧

Specimen

部材降伏時 最大耐力時

Rッ Ｐ
ソ
．

R″ P″

(rad.) (kN) (rad.) (kN)

CES― S
正 0.0076 595.6 0.025 732.2

負 -0.0069 -591.9 -0.02 -732.9

CES― Bl
正 0.0077 607.7 0.04 737.4

負 -0.0069 -586.6 -0.04 -739.7

CES― B2
正 0.0076 577.6 0.03 732.9

負 -0.0063 -556.6 -0.02 ‐721.7

CES― U
正 0.0075 645.9 0.13 734.4

負 -0.0059 -576.9 -0.14 -704.4
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試験体の柱部分は前述の研究 (1.2.5)と 同様に,断面が b×D400mm×400mm,内法高さ

か 1,600mm(せん断スパン比 a/D=2)である。試験体は繊維補強コンクリー トパネルで内蔵

鉄骨を被覆 し,パネル同士をエポキシ系接着剤で接着した。作用させた軸力は一定軸力で

軸力比′ヽう4♭Dの=0.3で ある。

CES―Sでは,R=0.005rad.程 度までは剛性の低下は少なく弾性的な挙動を示している。R=

0.01rad.で鉄骨が降伏し,剛性が低下したが R=0.03rad.ま では耐力は増加し,正載荷時最大耐

力 732.2kNを記録した。

CES―Blでは初期剛性に関してはCES― S試験体と比べると若干ではあるが低い値となつた。

R=0.01rad.で 鉄骨が降伏したが,その後も耐力は増加しR=0.04rad.で最大耐力 737.4kNを記

録した。最大耐力以降も耐力はほとんど低下することなく実験を終了した。負載荷時では

耐力は低下することなく最大 739.7kNを記録した。

CES¨B2では初期剛性は CES―Bl試験体と同等であり,履歴ループは CES―S試験体とほぼ

同じ形状となつた。R=0.03rad.で 最大耐力 732.9kNを記録した。CES―Bl試験体と比較する

と,最大耐力に達した後 CES―BI試験体はほとんど耐力低下を示さなかつたが CES―B2試験

体では顕著な耐力低下が確認された。

CES―Uで は初期剛性は他の試験体よりわずかに高くなつた。正載荷時の最大耐力は
R=0.015rad.で記録した 734.4kNで ,その後 R=0.02rad.で 耐力が低下した。しかし,それ以降

R=0.04rad。 まで耐力は一定を保ち顕著な低下は見られなかった。

すべての試験体において最大耐力後も体力の低下がほとんど見られず,高い靭性変形能

力を有することがわかる。前述の研究 (1.2.5)と 比較しても初期剛性は若千低いが,変形

角の進行と共に剛性の向上が確認できた。

パネル接合方法にボル トとアングルを用いた場合,パネルの全域にせん断ひび割れが確

認できたが,ス タッドを用いた場合はパネル接合部でのひび害Jれはみられず,ひび割れ抑

制効果が確認された。最終破壊状況においても顕著なパネルと内部コンクリー トの一体性

を示し,パネルと内部鉄骨の相対変位から見てもある程度鉄骨の変形に連動してパネルも

変形しており,一体となった挙動が確認された。

一体打ちとパネルを用いた試験体におけるスタブとの隙間の有無による応力伝達メカニ

ズムの差異を定式化することが今後の課題の一つとして挙げられる。また,今回の試験体

に変動軸力を与えた場合,CES柱の構造性能にどのような影響を与えるか検討する必要が
ある。さらに,接合部や梁などの柱以外の部材における外部パネルの使用及び,外力によ

る挙動の検討,お よび復元力特性を定式化することも今後の課題である。

‐18-



(a) CES―S (b)CES― Bl      (C)CES― B2
写真 1-5 最終破壊状況

(d)CES― U
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(a)言式験1本 CES―S

図 1-7 水平荷重―水平変形角関係
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(b) 詐t月険クヽ CES―Bl
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(c)試験体 CES―B2
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'(d) 試験クヽ CES―U
図 1‐7 水平荷重一水平変形角関係
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(7)CES合成構造平面架構の構造性能に関する研究
11)

今村,田 口,松井,倉本らは前述の研究を基に,CES合成構造システムの構造性能評価
法の開発に資する基礎資料を整備することを目的として,2層 2スパン CESフ レームの静
的載荷実験を実施し,その構造性能について検討を行つた。

試験体は 15層程度の純フレーム建築物を想定し,下部 2.5層 の 2スパンを取り出した約

1/2縮小モデルである。柱断面は 400mm×400mmと し,階高を 2,000111mお よび 1階柱脚か

ら上端部ピン支承までの距離を 4,800mmと した。梁断面は 3001111m× 400mmと し,スパンを

3,000mmと した。内蔵鉄骨は柱通し型とし,梁には柱中心から60011mの 位置に継手を設け

てボル ト接合とした。試験体の破壊形式は梁曲げ降伏先行型の全体崩壊形を想定し,柱内

蔵鉄骨には H-300× 220× 10× 15を ,梁内蔵鉄骨には H… 300× 150× 6.5×9をそれぞれ使用した。

図 1-8に試験体概要を示す。

2柱 3柱

餡8:対
スプライスPL接合  ‖
PL-9X150X360

スリーブ管
SGP50A

3000

図 1-8 試験体概要

水平荷重―水平変形角関係を図 1-9(a)か ら(c)に ,最終破壊状況を写真 1-6か ら 1-8に それ

ぞれ示す。繊維補強コンクリー トを使用することにより,接合部の損傷抑制効果を向上さ

せることができ,R=0.03rad.の 大変形においてもかがリコンクリー トはほとんど認められな

ンクリート面

―

l ‖    βOQ

梁 |I Im塁
百1300X150× 65× 9〔 梁断面図

通し柱
H-300× 220× 10X15

涎
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かった。

最終変形角 R=0.05rad.時の耐力は最大耐力の約 90%を保持しており,高い靭性能を有する

とともに,エネルギー吸収能力の大きな安定した復元力特性を示した。

2.5層 2スパンCESフ レームは R=o.05rad.の 大変形時においても高い軸力および水平耐力

を維持しており,安全限界以内の状態であったといえる。

接合部せん断余裕度の大きな外部柱梁接合部では,梁曲げ降伏が先行し,接合部パネル

の変形はほとんど認められなかつた。

さらに接合部せん断余裕度が小さな内部柱梁接合部では,変位振幅の増大にともない接

合部パネルの変形が増大し,接合部パネルが降伏した。その傾向は 2層および 3層でより

顕著にあらわれる。

8θθ

-3-2-1012345
Drift Angte(Xl0-2 rad.)

(a)ベースシアー平均層間変形各変形関係

8θθ
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写真 1…6 最終破壊状況 (梁 )
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写真 1-7 最終破壊状況 (接合部 )

写真 1…8 最終破壊状況 (柱 )
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1.2.2H形鉄骨内蔵 CES柱の実用化に向けた既往の研究 12)431

前述の研究において柱およびフレームを対象とした構造実験等から,CES構 造は従来の
SRC構造と同等以上の耐震性能を持つことが確認されている。 しかし,いずれの研究も内
蔵鉄骨に交差 H形鉄骨を用いてお り,H形 鉄骨を用いた実験はわずかである。
そこで,平成 20年度

1の
'1りには H形鋼を用いた CES柱に対 し,軸力比( ■ヽNも,鉄骨量にs/bD)

およびせん断スパン比(a/D)を実験変数 とした曲げせん断加力実験 (以下,H20年度実験 )
を実施 し,その破壊性状,耐力性能および変形性能について検討 している。
本論文では,H20年度実験の結果を基づいて,H形 鉄骨内蔵 CES柱の変形能力および復
元力特性について評価するため,本節では H20年度実験について詳述することにする。

(1)実験概要

H20年度実験では,CES合成構造システムにおける H形鋼を用いた柱部材の構造性能を
把握することを目的とし,軸力比,せん断スパン比および鉄骨量の異なる試験体を用いた

静的載荷実験を実施 ししている。

図 1… 10(a),(b)に試験体形状を,表 1-8に試験体概要をそれぞれ示す。本実験では,軸力
比,鉄骨量およびせん断スパン比を実験変数 している。実験に用いた試験体は 8体であり,

全ての試験体において柱断面を 300mm× 300mmと した。柱内法高さは A―typeでは 1,50011m

(せん断スパンLヒ :a/D2.5),B―typeでは 1,200mm(a/D=2.0),C¨typcでは 900mm(a/D=1.5)

および D―typeでは 6001111m(a/D=1.0)と した。内蔵鉄骨は原則 として H-200× 150× 6× 9を

用いている。なお,試験体 B3Lお よび B3Hは,試験体 B3に対 して内蔵鉄骨量を変化 させ
たものである。軸力比 (NA。)は 0.1,0.2お よび 0.3と した (試験体名の数値が軸力比と対
応 )。
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(c) B3H

(a)A― type B―type

試験体正面

(b) B3L

試験体断面

図 1-10 試験体形状

表 1-8 試験体一覧

(C)C―type (d) D―type

覇
覇
劃

1200700

-

動

出
300

出
300

申

(a)標準試験体

Specimen A2 Bl B2 B3 B3H B3L C2 D2

補強繊維
種類 ビニロンファイバー RF400

混入量 1.0%

断

面

幅 b(mm) 300

せ い D (mm) 300

内法長さ ft (mm) 1,500 1,200 900 600

せん断

ジくハこ/上ヒ
α/D 2.5 2.0 1.5 1.0

鉄

骨

形状 H形鉄骨

断面 200× 150× 6× 9
200× 150

×9× 16

150× 150

×6× 6
200× 150× 6×9

鉄骨量 ИνbD 0.042 0.070 0.029 0.042

載荷軸力 Ⅳa～, 800 400 800 1,200 1,365 1,130 800

軸力比 N/N。 ００
４
ｎ
υ 0.10 0.2 0.30 0.20
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(a)材料特性

I FRCの材料特性

表 1-9に FRCの圧縮強度試験結果を示す。

表 1…9 FRC圧縮試験結果

標準養生 (圧縮 )
直径

mm

高さ

mm

最大

荷重

t

最大

荷重

kN

圧縮強度

N/mm2
平均強度

N/mm2

材

齢
百

2008.11.7 Bl

2-1 99.92 197.30 33.70 330.17 42.11

41.73 532-2 99.77 196.85 32.50 318.41 40.73

2-3 100.08 197.85 34.00 333.11 42.34

2008.11.10 B3

3-1 100.03 196.40 33.35 326.74 41.57

43.25 563-2 100.13 197.45 34.70 339.97 43.17

3-3 100.03 197.48 36.10 353.68 45.00

2008.11.13 BH

2-1 100.22 197.10 33.35 326.74 41.42

43.55 592-2 100.27 197.40 33.80 331.15 41.94

2-3 99.98 196.35 37.90 371.32 47.29

2008.11.17 BL

2-1 00.13 197.48 33.30 326.25 41.43

42.10 63
つ
ん
つ
４ 00.18 197.58 34.70 339.97 43.13

2-3 00.20 97.60 33.60 329.19 41.75

2008.11.20 B2

3-1 00.10 95.35 33.75 330.66 42.02

42.45 663-2 00.17 98.85 34.15 334.58 42.46

3-3 00.05 96。95 34.40 337.03 42.87

2008.11.27 A2

3-1 00.13 98.10 33.00 323.31 41.06

41.45 733-2 00.12 98.85 32.90 322.33 40.94

3-3 00.08 96.95 34.00 333.11 42.34

2008.12.1 C2

00.07 98.03 32.10 314.49 39.99

41.45 771-2 00.00 97.65 32.70 320.37 40.79

1-3 99.68 96.20 34.70 339.97 43.56

2008.12.23 D2

100.08 97.35 31.80 311.55 39.60

40,73 99つ
４ 100.15 97.15 33.20 325.27 41.29

1… 3 100.13 97.88 33.20 325.27 41.30
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Ⅱ 内蔵鉄骨の材料特性

本研究において,各試験体の内蔵鉄骨は図 1-10に示しているように,標準試験体におい

ては H-200× 150× 6×9,試験体 B3Lにおいては H-150× 150× 6×6さ らに試験体 B3Hでは
H…200× 150× 9× 16の ビル ドエイチをそれぞれ用いている。

材料試験には,アムスラー型万能試験機を用いて単調引張載荷によって試験を行つた。

表 1-10に材料試験結果を示す。

(b)載荷方法

載荷装置を図 1-Hに ,実験状況を写真 1-9にそれぞれ示す。試験体の上下スタブを載荷

装置の加カフレームにPC鋼棒で圧着することで固定した。加力装置には,水平方向に2,000kN

ジャッキを,鉛直方向 2,000kNジ ャッキを 2本使用し,加力梁を介して試験体に正負逆対称

曲げせん断加力を作用させた。また,同図に示しているように反力壁方向 (右方向)に載

荷した場合を負載荷,反力壁と反対側 (左方向)に載荷した場合を正載荷とした。また試

験体 C2および D2では上下にかさ上げ鉄骨を用いて加力を行い,実験状況を写真 1-10に示

す。

水平力載荷は変形制御とし,柱上下端の水平変位 δと柱長さ力で与えられる相対部材角

(R=夕物)で ,R=0.0025rad.,0.005rad.,0.01rad.,0.015rad.,0.02rad.,0.03rad.,0.04rad。 およ

び 0.05rad.の加カサイクルにしたがつて行った。この実験では CES柱の履歴モデルの検証を

行うことも考慮して,0.01rad.と 0.02rad.の 内部履歴となる小振幅を加カサイクルに加えてい

る。図 1… 12加カサイクルを示す。

表 1-10 鉄骨材料試験結果

種類
降伏強度

N/mm2

引張強度

N/rlllm2

ヤング係数

N/mm2

降伏歪

μ

PL-6 279.4 416.2 186800 1495.5

PL-9 277.7 415.2 197400 1409.7

PL-16 285.6 387.4 220400 1297.0
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反力壁

図 1-11 載荷装置

写真 1-9 実験状況
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(2)実験結果

各試験体における実験結果一覧を表 1-Hに ,水平荷重一水平変形関係を図 1-14に示す。
ここで,図中の破線は累加強度理論 10により算定した曲げ終局強度であり,P¨δ効果を考慮

したものを示している。また,▼印は試験体の最大耐力,▽印は内蔵鉄骨フランジのひずみ

が引張側の降伏ひずみに達したときをそれぞれ示している。なお,軸ひずみにおいては各
試験体の軸変形量を内法寸法で除したものを軸ひずみとしており,負側を圧縮方向として
いる。

ここで,終局強度の算出にあたっては式(1-1)お よび図 1-13に示す P―δ効果の考慮と後ほ
ど詳述する累加強度理論により算出を行つている。

表 1-11 実験結果一覧

試験体 載荷方向

フランジ降伏時(引張降伏) 最大耐力時

ち

(rad.)

ら

(kN)

RI

(rad.)

ら

(kN)

A2
正 0.0059 2H.5 0.0150 275.3

負 -0.0073 ‐245.3 -0.0130 -269.3

Bl
正 0.0050 209.3 0.0151 288.0

負 -0.0050 -208.5 -0.0263 -291.8

B2
正 0.0080 312.8 0.0143 345.8

負 -0.0085 -321.0 -0.0150 -336.0

B3
正 0.0061 299.3 0.0101 353.3

負 ‐0.0061 -321.0 -0.0100 -367.5

B3H
正 0.0060 368.3 0.0095 446.3

負 -0.0050 ‐326.3 -0.0100 -459.8

B3L
正 0.0061 271.5 0.0078 286.5

負 0̈.0090 -204.0 ‐0.0050 -246.8

C2
正 0.0045 318.0 0.0122 432.8

負 -0.0059 -373.5 -0.0103 -437.3

D2
正 0.0059 483.8 0.0094 528.8

負 ‐0.0122 -468.0 -0.0102 -507.0
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Q : P + N cosL2. tan4l - N sin fi2 (1-3)

:|■ロト■■PI

図 1-13 P― δ効果概念図

試験体 A2,Blお よび B2では柱端部に曲げひび害1れが集中的に発生し,最大耐力に達し
た後,柱端部のコンクリー トの圧壊が進行するとともに緩やかな耐力低下を生じる安定し

た曲げ降伏先行型の履歴性状を示した。

試験体 B3お よび B3Lでは,R=0.01rad.の サイクルでせん断ひび害Jれが確認され,最大耐
力以降のサイクルでは,柱頭から柱脚にかけてせん断ひび害1れが伸展するとともに軸ひず

みが圧縮側に進行し,急激に耐力が低下していつた。両試験体とも作用軸力は鉄骨の軸圧

縮耐力より大きく,コ ンクリー トが損傷を受けた後,コ ンクリー ト負担分の軸力が鉄骨に

移行し,急激に圧縮方向に軸ひずみが増加したと考えられる。

鉄骨量の多い試験体 B3Hは ,R=0.01rad.の サイクルにおいて,柱頭から柱脚にかけて斜め

にせん断ひび害1れが発生した。R=o.o2rad.の サイクル以降コンクリー トの損傷が顕著になり,

軸ひずみも増大していったが,最終変形角まで最大耐力の 7割程度の耐力を維持している。

試験体 C2は ,R=0.015rad.のサイクルで最大耐力に達し,柱頭および柱脚のせん断ひび割

れが進展するとともに柱頭においてコンクリー トの圧壊が生じている。その後,せん断ひ

び害1れが大きく拡幅していき,R=0.05rad.の サイクル途中で軸力と耐力が大きく低下し載荷

を終了した。

試験体 D2は ,R=0.005rad.の サイクルで初期せん断ひび割れが柱頭から柱脚にかけて発生

した。R=0.01rad.の サイクルでせん断ひび割れが大きく拡幅し,最大耐力に達した。また,

柱端部,柱中央のひび割れ面に沿つてコンクリー トの圧壊の兆候が観察された。その後の

サイクルにおいてせん断ひび割れの伸展・拡幅およびカバーコンクリー トとの分離によつ

て耐力が低下していき,試験体 C2と 同様に試験体 D2では R=0.05rad.の サイクル途中で軸
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力を保持できなくなった。
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図 1-14 各試験体水平荷重一水平変形関係
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(3)FEM解析

(a)解析手法の概要

解析には 3次元非線形 FEM解析ソフト“FINAL"15)を使用した。
図 1-15に 要素分割図を示す。解析モデルは対称性を考慮して試験体の半分をモデル化し

たものである。柱上端部はローラー支持 (上下方向拘束)と して正負水平繰 り返しの強制

変位を与え,柱下端部で軸力を与えることで,正負逆対象曲げせん断加力を再現している。
コンクリー トは六面体要素でモデル化し,応カーひずみ関係においては,圧縮側の応力
上昇域は修正 Ahmadモデル 1つ ,軟化域は図 1… 16(a)に示すように直線でモデル化し,鉄骨に

囲まれたコアコンクリー トの勾配をカバーコンクリー トと比べて緩やかなものにしている。

破壊条件は,Willam―Wamkeの 5パラメータモデル 1つを用いた。引張側のひび害Jれ後の軟化

域は,ひび害1れ発生後引張応力をほとんど負担しないものとして,出雲らのモデル 1めにお
いて係数 c=1.0と してモデル化した。また,繰返しによる剛性低下は考慮しない (図 1… 16

(c))。 ひび割れ後のせん断伝達モデルは図 1-16(d)に 示す Al―mahaidiモ デル
199=1の

場

合)に対してひび割れ後のせん断伝達剛性がわずかに大きくなるように け=0.8)調整して

多折線モデルでモデル化した。コンクリー トと鋼板の間の付着応カーすべり関係において

は,文献 20)を参照し,低拘束圧を仮定して付着応力を 0.05N/rrm2と 小さく設定したが,面

外圧縮力に伴 う摩擦力の増大によつて付着応力を考慮することとした (図 1… 17参照)。 また,

このときの摩擦係数は 0.65と した。

鉄骨ウェブは四辺形平面応力要素でモデル化し,鉄骨フランジでは拘束効果を考慮する

ため面外曲げおよびせん断変形を考慮できる積層シェル要素を用いた。応カーひずみ関係

は修正 Mcncgo■ o―pintoモデルで表し,鉄骨降伏後の圧縮側の応カーひずみ関係は図 1-18に

示すモデル
21)を
適用した。本算定式は,鋼管コンクリー トを対象として提案されたもので

あるが,コ ンクリー トに内蔵された H形鉄骨の座屈性状のモデル化に関する研究資料がな
かつたため,座屈を考慮する簡易的な方法として採用することとした。
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△τ :摩擦力
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図 1…17 鉄骨とコ
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ンクリー トの付着応カーすべり関係
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0.05

図 1…18 鉄骨の圧縮側応カーひずみ関係

ここで,図 1-18における各折点の算定式を以下に示す。
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(b)解析結果

I水平荷重―水平変形関係の比較

図 1-19に 実験および解析による水平荷重―水平変形角関係を比較 したものを示す。ここ

でせん断力は柱頂部の水平荷重,変形角は柱上部位置での水平変形角とし,両者の比較は

R=0.03rad.の 第 2載荷終了時までとしている。

実験において曲げ降伏先行型の安定 した履歴ループを示 した試験体 A2,Blお よび B2で

は最大耐力,除荷剛性 ともに良好な対応を示 してお り,高い精度で履歴ループを再現でき

ている。

一方,試験体 B3および B3Hでは,最大耐力点までは履歴ループを精度良く再現できて

いるものの,その後のサイクルにおける急激な耐力低下は追従できていない。 しか しなが

ら耐力低下し始めるポイン トは一致 している。

試験体 B3Lで は,弾性的な挙動を示 している R=0.005rad.ま では再現できているものの ,
R=0.01rad.に おける最大耐力を記録 した後の急激な耐力低下を捉えることができていない。

また,その後のサイクルにおいても除荷剛性の傾向は捉えることができているものの各サ

イクルピーク時の耐力は捉えることができていない。

試験体 C2および D2では試験体 B3と 同様に最大耐力点までは履歴ループを精度良く再

現できてお り,耐力低下し始めるポイン トも一致 しているが,R=0.o3rad.のサイクルの急激

な耐力低下を捉えることができていない。 これは内法寸法が短 くなつたことによつて,前

節によつて算出した座屈を開始するひずみに達 していないためだと考えられる。
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Ⅱ 軸力負担推移

図 1-20に各サイクルピーク時における各要素の軸力負担推移を示す。軸力を抽出した要

素は試験体の柱中央部とした。なお,各要素の負担軸力を累加 したものが,柱全体の作用

軸力なつている。

各試験体とも載荷初期においてはカバーコンクリー トが軸力の大部分を負担しているこ

とが確認できる。また鉄骨要素においては若干ではあるが圧縮側を負担している。

試験体 Blではコンクリー ト要素の負担軸力に大きな変化は見られない。しかし,鉄骨の

引張領域が他の試験体と比較して大きい傾向が見られる。

試験体 A2お よび B2では変形角の進行に伴い,カバーコンクリー トの負担軸力が減少い

ているがコアコンクリー トの負担軸力が増力日しており,R=0.03rad。 で同程度の軸力を負担し

ている。また鉄骨要素においても若千ではあるが引張側に推移している。

試験体 B3ではコンクリー ト要素では試験体A2および B2と 同様の挙動を示しているが ,

鉄骨要素においては変形角が進行しても圧縮側で推移している。試験体 B3は実験において

局部座屈が確認されており,鉄骨部に大きな圧縮力が作用 していることが解析的に確認で

きる。

せん断スパン比の小さい試験体 C2お よび D2では変形角が進行してもコアコンクリー ト

の負担軸力に大きな変化は見られないが,カ バーコンクリー トの負担軸力が増加する傾向

が見られる。これは前項で示した負担せん断力と同様に,実験ではカバーコンクリー トが

剥落しているため軸力を負担していないと考えられせん断破壊 した後の挙動を解析的に追

従できていないといえる。
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第2章 H形内蔵鉄骨にバ ン ドプ レー トを取 り付 けた CES柱の静的載荷実験

2.1実験目的

前章では軸力比の高い H形鉄骨内蔵 CES柱において,大変形時に内蔵鉄骨フランジの柱

頭部の局部座屈が問題となることを示した。その問題を改善するため,平成 22年度に H形

鉄骨を内蔵した CES柱における軸力比の影響およびバンドプレー トによる内蔵鉄骨の局部

座屈の抑制効果を把握することを目的とし,軸力比およびバンドプレー ト幅の異なる試験

体を用いた静的載荷実験 (以下,H22年度実験)を実施した。

2.2実験概要

2.2.1試験体概要

本研究に用いる試験体は 15層程度建築物の一層隅柱を想定し,実大の約 1/2か ら 1/2.5程

度スケールで設計したものである。試験体概要を表 2-1に ,試験体形状を図2-1に それぞれ

示す。すべて柱断面を300mm× 300mm,柱内法高さを 1,200nm(せん断スパン比 :a/D2.0)

とした。

実験に用いた試験体は 5体であり,内蔵鉄骨は H-200× 150× 6×9を使用した。実験変数は

軸力比およびバンドプレー トの幅とした。試験体 B30¨a以外の試験体には鉄骨フランジ両側

面に 5枚ずつバンドプレー トを取り付けている。試験体 B30-bお よび試験体 B25-bではバ

ンドプレー ト幅はすべて 50mmであり,試験体 B30-cお よび試験体 B25¨cでは柱頭部・柱脚

部のみ 100nmの ものを用いた。また,軸力比(ルЪDの)は 0.25お よび 0.3と した。 (試験体名

の数値が軸力比と対応 )。

ここで,実験変数として用いている軸力比はSRC規準 10に準じて次式より算出している。

Aち =εⅣc〃 +sⅣε′=cち・σB・
`И
tts σッ
。
sИ

ここで,脚Ъ″:コ ンクリー ト部分の終局圧縮耐力

脚L〃 :鉄骨部分の終局圧縮耐力

cr7/:鉄骨量に応じて定まるコンクリー トの強度に対する低減係数

ごろ =0.85-2.5s′ ε

Й:圧縮側鉄骨量 s′c=s αε/bD
sc:圧縮側鉄骨フランジの断面積

ノ :コ ンクリー ト部分の断面積

sの :鉄骨の降伏応力度

ノ :鉄骨部分の断面積

(2-1)

(2-2)
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表 2…1 試験体一覧

Specimen B30-a B30-b B30-c B25-b B25-c

混入繊維
種類 ビニロンファイバーRF4000

混入量 (%) 1.0%

柱断面
幅 b (mm) 300

せ い D (mm) 300

内法長さ 力(Irm) 1,200

せん断ス

鉄骨

くン上ヒ l    a/D
形状

2.0

H形鉄骨

断 面 200× 150× 6× 9

バンドプレー ト幅 な し 50mm 50nlln* 50rlm 50nlln*

鉄骨量 ИsんD 0.042

載荷軸力 Ⅳ (kN) 1,200 1,000

軸力比 N′N。 0.30 0.25

(*B30-cお よび B25-cのバン ドプレー ト幅は,両端のみ 100rrmと する。)
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図 2-1 試験体形状

1200
1‐                |

1200

B30‐ c, B25¨ c

一
　
〇
ゆ
　
　
　
〇
い
　
　
　
０
ゆ
　
〇
〇
）

-44-



H…200X150× 6X9
200× 6

H-200 X l

7  FRC
ω
0
O

50卜」―-2型塑L―L150
D=300

標準試験体

50H50

D=300

試験や卜B30¨a

試験体断面

試験体形状

(b)

図 2-1

2.2.2材料特性

(1)FRCの材料特性

FRCの配合表を表 2-2に ,繊維投入後のフレッシュコンクリー トの性質を表 2-3に それぞ

れ示す。

表 2-2 FRCの配合表

水セ メン

ト上ヒ

W/C(%)

繊維

混入量

(%)

単位量 (kg/m3)

水 W セメン ト 細骨材 粗骨材 石灰石粉 繊維 Vf

65.0 1.0 180 277 917 553 323 13.0

H22年度実験に使用した合成繊維は 1.2.2項に示した実験 (H20年度実験)と 同様,株式

会社クラレ製のポリビニルアルコール繊維「クラテック RF4000」 であり,RF4000の 繊維物

性を表 2-4に示す。また,表 2-5に FRCの圧縮強度試験結果を,図 2…2に FRCの材齢―圧

縮強度の推移をそれぞれ示す。

９Ｘ公υ
　
　
　
　
　
σ
＝
ω
Ｏ
Ｏ

５０ ｘ

表 2-3 フレッシュコンクリー トの性質(繊維投入後)

アジテータ車 W/C(%)

繊維添加後

77 /77 u

(mm)

スランプ

(Cm)

空気量

(%)

温度

(℃ )

l

65.0
410 20.5 3.7 25.0

2 463 23.0 3.2 26.0
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表 2-4  RF4000 0繊 維物性

種類

RF4000

断面形状
直径

(mm)

標準長

(mm)

比重

(g/cm3)

引張強度

(N/mm2)

ヤング率

(N/mm2)

3:4断面 0.66 30 1.3 90 2,940

表 2-5 FRCの圧縮強度試験結果

直径

(rFm)

高 さ

(mm)

最大荷重

(kN)

圧縮強度

(N/nttn2)

平均強度

(N/mm2)
材齢 (日 )

2010.7.12 B30-a

99.6 198.2 345。 9 44.4

40.9 4199.8 198.2 302.8 38.8

99.6 195.8 308.2 39.6

2010.7.15 B30¨b

99.6 197.2 336.1 43.2

43.0 4499.6 197.0 325.4 41.8

99。9 198.3 345.5 44.1

2010.7.20 B30-c

99.6 196.8 356.7 45.8

45.1 4899.9 198.2 344.0 43.9

99.7 198.5 355,7 45.6

2010.7.24 B25-b

99.6 198.0 344.0 44.2

45.1 5199。7 195.8 347.4 44.5

99.7 198.0 363.6 46.6

2010.7.28 B25-c

99.6 197.2 371.4 47.7

46.2 5799.7 197.3 344.0 44.1

99.6 197.2 364.6 46.9

（ヽ

゛
ご

ざ

θ     ノθ    2θ    θθ    イθ    Jθ
O湾 /

図 2‐2 FRCの材齢一圧縮強度の推移
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(2)内蔵鉄骨の材料特性

本実験では各試験体の内蔵鉄骨は H-200× 150× 6×9を用いた。表 2-6に鉄骨材料試験結果

を示す。

表 2-6 内蔵鉄骨材料試験結果

種類
降伏′点

N/mm2)

引張強度

N/mm2)

フランジ PL-9 322 473

ウェブ PL…6 354 481

バン ドプレー ト PL-6 341 460

2.2.3載荷方法

図 2-3に示す載荷装置を用いて実験を行つた。試験体の上下スタブを載荷装置の加カフレ

ームに PC鋼棒で圧着することで固定した。加力装置には,水平方向に 2000kNジャッキを,

鉛直方向 2000kNジャッキを 2本使用し,加力梁を介して試験体に正負逆対称曲げせん断力日

力を作用させた。また,同図に示しているように反力壁方向 (右方向)に載荷した場合を

負載荷,反力壁と反対側 (左方向)に載荷した場合を正載荷とした。実験状況を写真 2-1に

示す。

図 2-4に加カサイクルを示す。水平力載荷は変形制御とし,柱上下端の水平変位 δと柱長

さ力で与えられる相対変形角は=夕物)で ,R=0.0025rad。 ,0.005rad.,0.01rad.,0.015rad.,0.02rad。 ,

0.03rad。 ,0.04rad.お よび 0.05rad.の加カサイクルにしたがって行つた。

鸞

図 2-3 載荷装置
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写真 2‐ 1 実験状況
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図 2-4 加カサイクル
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2.2.4計測計画

H22年度実験の各試験体の歪ゲージの貼り付け位置を付録 1(a)か ら(c)に示す。また,各試

験体の変位計測計画を付録 2に示す。

ここで,変位計は 251111m,50mm,100mmおよび 200mmを用いた。荷重,変位,歪度の

測定値は,それぞれの電気信号自動デジタル歪測定器(DATA LOGGER TDSl100)で デジタル

値に変換し,パ ソコン上において計測ソフト(TDS-7130:東京演1器)を用いてデータ処理を行

った。各試験体のチャンネル対応表を付録 3に示す。

ひび割れの観察は,東西南面において,加力によって生じる亀裂を目視により確認し,
ひび害1れの発生状況および加カステップを用紙に記録した。また,各試験体正面の第 1サ

イクルロの正負両載荷サイクルにおけるピーク時およびピーク後除荷時のひび割れ幅をク

ラックスケールにより測定した。

2.3実験結果

2.3.1破壊性状

各サイクル載荷終了時における試験体の変形性状および破壊状況を以下に述べる。また,

最終ひび害1れ状況を図 2-5か ら図 2-9に ,破壊状況を写真 2-2か ら 2…6にそれぞれ示す。

(1)試験燃【B30-a

試験体 B30-aの破壊性状を以下に述べる。

R=0.0025rad.の載荷サイクルでは,正面柱脚部および南面柱脚部において曲げひび害1れが

発生した。また,正面柱頭柱脚部および北面柱頭部とそれぞれのスタブとの境界面におい

ても曲げひび害1れが発生した。R=― o.oo25rad.の載荷サイクルでは,北面柱頭部と上スタブと

の境界面において曲げひび害1れが発生した。

R=0.005rad.の載荷サイクルでは,正面柱頭柱脚部および北面柱頭部において曲げひび害1れ

が発生した。また,南面柱脚部の曲げひび害1れが伸展し,正面柱脚部の曲げひび害1れが曲

げせん断ひび害1れに伸展した。

R=-0.005rad.の 載荷サイクルでは,北面柱脚部および南面柱頭部において曲げひび害Jれが

発生した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルにおいて,正面柱頭柱脚部に圧縮によるひび割れが発生した。

また,正面柱頭部の曲げひび割れが曲げせん断ひび害Jれに伸展した。

R=-0.01rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭柱脚部において圧壊の兆候がみられた。また,
正面柱頭部においてせん断ひび害1れが発生し,南面柱頭部,北面柱脚部に内蔵鉄骨のフラ

ンジ面に沿ったひび割れが発生した。

R=0.015rad.の載荷サイクルでは,正面のせん断ひび割れの発生が顕著であった。また,正

面柱頭柱脚部において圧縮によるひび割れの伸展を確認した。

R=-0.15rad.の 載荷サイクルでは,正面に新たなせん断ひび害1れの発生が多数みられ,柱頭

部において表面コンクリー トの剥離を確認 した。
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RO.02rad.の 載荷サイクルでは,正面に新たなせん断ひび割れが発生し,正面柱頭部にお

いて表面コンクリー トの剥離が確認された。また,正面柱脚部のコンクリー トの圧壊が確

認された。

R=-0.02rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭部におけるせん断ひび害Jれの拡大が顕著であつ

た。また,正面柱頭部および柱脚部のせん断ひび割れの伸展が確認された。さらに,正面

柱頭部の圧壊が確認された。

R=0.03rad.の 載荷サイクルでは,新たなせん断ひび割れの発生はあまりみられず,正面柱

頭部におけるせん断ひび割れの拡大が顕著であった。

R=¨0.03rad.の載荷サイクルでは,正面柱頭部のせん断ひび割れの拡大と正面柱頭部におけ

るコンクリー トの圧壊がさらに進行した。

酔 0.01rad   酔 0.015rad   酔 0.02rad.

写真 2‐2 試験体 B30‐a破壊状況

試験体 B30-a最終ひび割れ状況図 2-5

酔 0.03rad.
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(2)言武験燃ミB30-b

B30-bの破壊性状を以下に述べる。

R=0.0025rad.の載荷サイクルでは,正面柱頭部と上スタブとの境界面において曲げひび害1

れが発生した。

R=-0.0025rad.の 載荷サイクルでは,南面柱頭部と上スタブとの境界面において曲げひび害1

れが発生した。

R=0.005rad.の載荷サイクルでは,正面柱脚部,北面柱頭部および南面柱脚部とそれぞれの

スタブとの境界面において曲げひび害Jれが発生した。また,南面柱脚部においても曲げひ

び害Jれが発生した。

R=-0.005rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭柱脚部,北面注脚部および南面柱頭部におい

て曲げひび害Jれが発生した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭柱脚部,北面柱頭部および南面柱脚部において

新たな曲げひび割れが発生した。また,正面柱頭柱脚部,北面注脚部および南面柱頭部に

おいて圧縮によるひび割れが発生し,正面柱脚部においてせん断ひび害Jれが発生した。さ

らに,こ の載荷サイクルでは南面に設けたインサー トの穴周辺にもひび害1れが確認できた。

R=¨ 0.01rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭柱脚部,北面柱頭部および南面柱脚部において

圧縮によるひび割れが発生した。また,正面柱頭部においてせん断ひび割れが発生した。
さらに,南面柱脚部において内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび害1れが発生した。
R=0.015rad.の載荷サイクルでは,正面のせん断ひび割れの発生が顕著であった。また,正

面柱頭柱脚部では圧壊の兆候がみられ,表面コンクリー トの剥離もみられた。さらに,北
面柱脚部および南面柱頭部において,内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび害1れが発生した。

R=-0.015rad.の 載荷サイクルでは,正面のせん断ひび害1れの発生が顕著であった。また ,
北面柱脚部において曲げひび割れの伸展がみられた。さらに,南面柱脚部において内蔵鉄

骨のフランジ面に沿つたひび害1れが進行した。

R=0.02rad.の 載荷サイクルにおいて,正面柱頭柱脚部の圧縮によるひび割れが伸展し,せ
ん断ひび割れの拡大が日立った。また,北面柱頭部および南面柱脚部において新たな曲げ

ひび害1れの発生がみられた。

R=-0.02rad.の 載荷サイクルにおいては,新たなひび割れの発生はほとんどみられなかった

が,せん断ひび害1れの拡大と,表面コンクリー トの剥離および剥落が目立った。
R=0.03rad.の 載荷サイクルでも,新たなひび害Jれの発生はみられなかったが,せん断ひび

割れの拡大が著しく,柱頭部の圧壊も進行した。

R=-0.03rad.の 載荷サイクルでは,せん断ひび割れの拡大と圧壊がさらに進行し,内蔵鉄骨

が目視できるようになり,一部でコンクリー トと鉄骨が分離しているのが確認できた。
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辟 0.005rad

図 2-6 試験体 B30-b最終ひび割れ状況

辟 0.01rad   酔 0.015rad   酔 0.02rad.

写真 2‐3 試験体 B30‐b破壊状況
酔 0.03rad.
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(3)試ヨ実体 B30‐c

B30-cの破壊性状を以下に述べる。

R=0.0025rad.の載荷サイクルでは,正面柱頭部および北面柱頭部において曲げひび害1れが

発生した。また,正面柱脚部および南面柱脚部にも曲げひび害Jれが発生した。
R=-0.0025rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭部および柱脚部とスタブとの境界面および南

面柱頭部と上スタブとの境界面において曲げひび割れが発生した。また,南面一番上,北
面一番下のインサー ト穴周辺にもひび割れが発生した。

R=0.005rad.の載荷サイクルにおいて,北面柱頭部および南面柱脚部とそれぞれのスタブと

の境界面で曲げひび害1れが発生した。また,正面柱頭部および柱脚部の曲げひび害1れが曲

げせん断ひび害Jれに伸展した。

R=-0.005rad.の 載荷サイクルにおいて,正面柱頭部および南面柱頭部,北面注脚部に新た

な曲げひび害Jれが発生した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭部および柱脚部,お よび南面柱頭部において圧

縮によるひび割れが発生し,正面柱頭部と南面柱頭部には圧壊の兆候を確認した。
R=¨ 0.01rad.の載荷サイクルでは,正面柱頭部および柱脚部においてせん断ひび割れが発生

した。また,北面柱脚部に内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび割れが発生し,柱頭部には

圧壊の兆候を確認 した。

R=0.01rad.の 2サイクルロの載荷サイクルでは,正面柱脚部に圧壊の兆候がみられた。
R=0.015rad.の載荷サイクルでは,正面のせん断ひび害1れの発生が顕著であった。また,北

面柱脚部および南面柱頭部において内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび割れが伸展した。

また,正面柱脚部とスタブのli界付近ではコンクリー トの剥落も確認された。
R=-0.015rad.の 載荷サイクルでは,正面のせん断ひび害Jれが大きく伸展した。また,正面

柱頭部でもコンクリー トの剥落が確認された。

R=0.02rad.の 載荷サイクルでは,北面柱脚部において内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび

割れが伸展した。また,正面においてはひび割れの伸展はみられたが,新たなせん断ひび

割れの発生はほとんどみられなかった。

R=-0.02rad.の 載荷サイクルでは,せん断ひび割れおよび圧縮によるひび割れの伸展と拡大

が進行した。

R=0.03rad.の 載荷サイクルでは,せん断ひび害Jれの拡大が顕著になつた。内蔵鉄骨が目視
できるようになり,一部でコンクリー トと鉄骨が分離しているのを確認した。

R=-0.03rad.の 載荷サイクルでは,カ バーコンクリー トの分離がより進行した。
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酔 0.03rad.

図 2-7 試験体 B30-c最終ひび割れ状況

写真 2‐4

酔 0.015rad   酔 0.02rad.

試験体 B30-c破壊状況

酔 0.005rad
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(4)試験体 B25-b

B25-bの破壊性状を以下に述べる。

R=0.0025rad.の載荷サイクルでは,正面柱頭部と上スタブとの境界面,北面柱頭部と上ス

タブとの境界面および南面柱脚部と下スタブとの境界面において曲げひび害1れが発生した。

また,正面柱脚部および南面柱脚部においても曲げひび割れが発生した。
R=¨0.0025rad.の載荷サイクルでは,正面柱脚部,北面柱脚部および南面柱頭部とそれぞれ

のスタブとの境界面において曲げひび割れが発生した。また,正面柱頭部,柱脚部および

南面柱頭部において曲げひび割れが発生した。さらに,こ の載荷サイクルでは南面に設け

たインサー トの穴周辺にもひび割れが確認できた。

R=0.005rad.の載荷サイクルでは,正面柱頭部,正面柱脚部,北面柱頭部および南面柱脚部

において曲げひび害1れが発生した。また,正面柱頭部の曲げひび害Jれが曲げせん断ひび割

れに伸展した。

R=-0.005rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭部,正面柱脚部,北面注脚部および南面柱頭

部において新たな曲げひび害1れが発生した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭部,正面柱脚部および南面柱頭部において圧縮

によるひび割れが発生し,圧壊の兆候が確認された。正面柱脚部では,表面コンクリー ト

の剥離も確認された。また,正面柱脚部の曲げひび害Jれが曲げせん断ひび割れに伸展した。

R=-0.01rad.の 載荷サイクルにおいて,正面柱頭部および柱脚部に圧縮によるひび害1れが発

生し,圧壊の兆候を確認した。

R=0.015rad.の載荷サイクルでは,正面柱頭部および柱脚部にせん断ひび害1れが発生し,柱

脚部においては大きく伸展した。また,北面柱頭柱脚部および南面柱頭部において内蔵鉄

骨のフランジ面に沿つたひび害Jれが発生した。

R=-0.015rad.の 載荷サイクルでも,正面柱頭柱脚部においてせん断ひび害1れが発生した。

また,正面柱頭部においても表面コンクリー トの剥離を確認した。

R=0.02rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭柱脚部において新たなせん断ひび害Jれが発生し,

圧壊が進行した。また,北面柱頭部および柱脚部および南面柱頭部の内蔵鉄骨のフランジ

面に沿つたひび害Jれが進行した。

R=-0.02rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭部および柱脚部において圧縮によるひび割れの

進行と表面コンクリー トの剥離および剥落が顕著であった。

R=0.03rad.の 載荷サイクルでは,新たなひび割れの発生はほとんどみられず,正面柱頭部
の曲げせん断ひび害1れの拡大が目立った。

R=-0.03rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭部に新たなせん断ひび割れが発生した。

R=0.04rad.,R=¨ 0.04rad.の 載荷サイクルでもせん断ひび割れの拡大,コ ンクリー トの圧壊

の進行に伴い,コ ンクリー トの剥落が日立った。また,せん断ひび割れの拡大により内蔵

鉄骨が目視できるようになり,一部でコンクリー トと鉄骨が分離しているのが確認できた。
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鮮 0.01rad

図 2-8 試験体 B25‐b最終ひび割れ状況

酔 0.015rad    酔 0.02rad   卜 0.o3rad.

写真 2‐5 試験体 B25‐b破壊状況
酔 0.04rad.
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(5)試 5実体 B25-c

B25-cの破壊性状を以下に述べる。

R=0.0025rad.の載荷サイクルでは,北面柱頭部と上スタブおよび南面柱頭部と上スタブと
の境界面において曲げひび割れが発生した。また,正面柱頭柱脚部,北面柱頭部および南
面柱脚部において曲げひび割れが発生した。

R=-0.0025rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭部,正面柱脚部,北面柱脚部および南面柱頭
部において曲げひび割れが発生した。また,北面柱脚部と下スタブとの境界面において曲
げひび割れが発生した。

R=0.005rad.の載荷サイクルでは,正面柱頭部および柱脚部の曲げひび割れが曲げせん断ひ

び割れに伸展した。それらのせん断ひび割れは軽微なものであった。また,南面柱脚部と
下スタブとの境界面において曲げひび割れが発生した。北面柱頭部および南面柱脚部にお

いて曲げひび割れが発生した。

R=-0.005rad.の 載荷サイクルでは,正面柱脚部に軽微なせん断ひび割れが発生した。また,

正面柱脚部と下スタブとの境界面において曲げひび害1れが発生した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭部,正面柱脚部および南面柱頭部において圧縮
によるひび害1れが発生し,圧壊の兆候が確認された。また,北面柱頭部および南面柱脚部
において内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび割れが発生した。

R=-0.01rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭部および北面柱頭部において圧縮によるひび害1

れが発生し,圧壊の兆候を確認した。また,北面柱脚部において内蔵鉄骨のフランジ面に

沿つたひび害1れが発生した。

R=0.015rad.の載荷サイクルでは,正面のせん断ひび害Jれの発生が顕著であった。また,北

面柱脚部において圧縮によるひび割れが発生し,圧壊の兆候を確認 した。また,正面柱脚
部においてコンクリー トの剥離がみられた。

R=-0.015rad.の 載荷サイクルでは,正面のせん断ひび割れが大きく伸展した。また,正面
柱頭部においてもコンクリー トの剥離が確認された。

R=0.02rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭部のせん断ひび害1れが大きく伸展した。また ,
北面柱脚部および南面柱頭部において,内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび割れが発生し

た。

R=-0.02rad.の 載荷サイクルにおいては,せん断ひび割れの伸展は確認できたが,新たなひ

び害1れはほとん確認されなかった。

R=0.03rad.の 載荷サイクルでは,正面柱頭柱脚部および北面柱頭部において圧壊が進行し

剥離が顕著になつた。また,正面柱頭柱脚部に新たなせん断ひび割れが発生した。
R=-0.03rad.の 載荷サイクルにおいて,せん断ひび害1れの伸展と拡大が確認された。また ,
コンクリー トの圧縮によるひび害Jれの拡大に伴い,コ ンクリー トの剥落が目立った。

R=0.04rad。 ,R=-0.04rad.の載荷サイクルでは,せん断ひび害Jれの拡大が顕著となつた。内
蔵鉄骨が目視できるようになり,一部でコンクリー トと鉄骨が分離の分離が確認できた。

5̈7¨



図 2‐9 試験体 B2た 最終ひび割れ状況

酔 0.01rad 酔 0.015rad   酔 0.02rad

写真 2-6 試験体 B25-c

辟 0.03rad.

破壊状況

卜 0.04rad.
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2.3.2復元力特性および軸ひずみ

各試験体における実験結果一覧を表 2-7に,水平荷重―水平変形角関係および軸ひずみ推

移状況を図 2-Hか ら図 2-20に示す。ここで,図中の破線は累加強度理論により算定した曲

げ終局強度であり,載荷装置による P―δ効果を考慮したものを示している (載荷装置の特性

による P―δ効果を図 2-10に示す)。 また,▼印は試験体の最大耐力,▽印は内蔵鉄骨フラン

ジのひずみが引張側の降伏ひずみに達したところをそれぞれ示している。なお,軸ひずみ
においては各試験体の軸変形量を内法寸法で除したものを軸ひずみとしており,負側を圧

縮方向としている。

表 2-7 実験結果一覧

試

験

体

載荷

方向

曲げひび割れ発生
せん断

ひび害Jれ発生

フランジ降伏

(引張降伏)
最大耐力時

R%

(rad.)

0

(kN)
場所
R%

(rad.)

2

(kN)

R%

(rad。 )

0

(kN)

R%

(rad。 )

2

(kN)

B30¨ a

正 0.175 180.0
正面

柱脚
0.91 355.5 0.91 354.0 1.001 361.5

負 -0.194 …168.0
正面

柱脚
-1.01 -382 1.01 -386.3 1.013 -386.3

B30-b

正 0.242 190.5
正面

柱頭
1.008 362.3 0.908 356.3 1.008 362.3

負 -0.254 -228.8
正面

柱脚
1.021 ‐392.3 -0.814 -378.8 -1.021 -392.3

B30-c

正 0.207 188.3

正面

柱頭

柱脚

1.31 382.5 0.8 358.5 1.010 384.0

負 -0.153 -170.3

正面

柱頭

柱脚

-0.615 -332.2 ‐0.738 -359.3 1.016 -380.3

B25-b

正 0.17 147
正面

柱頭
1.335 361.5 0.832 331.5 1.335 361.5

負
0̈.022

5

-51
正面

柱頭
1.531 ‐355.5 -0.831 -352.5 1.156 -367.5

B25-c

正 0.156 153

面

頭

脚

正

柱

柱

1.416 367.5 0.817 333.0 1.300 368.3

負 -0.101 112.5
正面

柱頭
113 -383.3 -0.623 -328:5 1.307 ‐387.0
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′δ偽′=Q′―Ⅳ・δ・けみ-7Z) (2‐ 3)

図 2-10 載荷装置の特性による P―δ効果
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(1)言式験燃ミB30-a

試験体 B30-aは ,正載荷では R=0.009 1rad。で内蔵鉄骨が降伏し,R=0.0100rad。 で最大耐力
361.5kNを記録した。負載荷では R=-0.0101rad。で内蔵鉄骨が降伏し,R=-0.0101rad。 で最大耐

カー386.3kNを 記録した。最大耐力以降,載荷サイクルの進行に伴い徐々に耐力低下してい

き,最終変形での耐力は 169.5kNと ,最大耐力の約 47%と なつた。

履歴ループにおいては,R=0.005rad.の載荷サイクルまでは原点指向の履歴ループを示した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは若干の剛性低下がみられた,それ以降徐々に剛性が低下して

いき,R=0.03rad.の 載荷サイクルで急激な耐力低下が認められた。

軸ひずみでは,最大耐力を記録した R=0.010rad.ま では一様な軸変形を繰 り返し,その後
は変形角の増大とともに軸ひずみも増大していき,急激な耐力低下がみられた R=0.o30rad.

で軸ひずみも大きく増大している。

Drir angre rx′σ
2rad.リ

図 2-11 水平荷重―水平変形角関係

Dr″i angre rXfθ
~2radリ

図 2… 12 軸ひずみ推移状況
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(2):試験燃ξ B30¨ b

試験体 B30¨bは,正載荷では R=0.009 1rad.で 内蔵鉄骨が降伏し,R=0.0101rad。 で最大耐力

362.3kNを記録した。負載荷では R=-0.0081rad.で 内蔵鉄骨が降伏 し,R=-0.0102rad.で最大耐

カー392.3kNを 記録した。最大耐力以降,変形角の増加に伴い耐力低下していき,最終変形

での耐力は 236.3kNで あり,最大耐力の約 65%であつた。

履歴ループにおいては,R=0.005rad.の 載荷サイクルまでは原点指向の履歴ループを示した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは若干の剛性低下が見受けられ,それ以降剛性が低下していき,

R=0.03rad.の 2サイクルロで急激な耐力低下がみられた。

軸ひずみでは,最大耐力を迎えた R=0.01rad。 まで一様な軸方向変形を繰 り返した後 ,

R=0.02rad.ま では軸ひずみは穏やかに推移しているが,R=0.o3rad.以降急激に軸ひずみが増大

している。

Drir angre rx′θ
~2rad.リ

図 2-13 水平荷重‐水平変形角関係

Dril anノ e rX′ο
~2radリ

図 2-14 軸ひずみ推移状況
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(3)試験体 B30-c

試験体 B30-cは ,正載荷方向では R=0.0080rad.で内蔵鉄骨が降伏 し,R=0.0101rad.で 最大

耐力 384.OkNを記録した。負載荷方向では R=-0.0074rad.で 内蔵鉄骨が降伏し,R=-0.0102rad.

で最大耐カー380.3kNを 記録した。最大耐力以降,変形角の増加に伴い耐力低下していき,

最終変形での耐力は 264.75kNで あり,最大耐力の約 69%であつた。

履歴ループにおいては,R=0.005rad.の 載荷サイクルまでは原点指向の履歴ループを示した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは若干の剛性低下が見受けられ,それ以降剛性が低下していき,

R=0.03rad.の 2サイクルロで急激な耐力低下がみられた。

軸ひずみでは,B30-b同様,最大耐力を迎えた R=0.olorad.ま で一様な軸方向変形を繰 り返

した後,R=0.020rad.ま では軸ひずみは穏やかに推移しているが,R=0.o30rad.以 降急激に軸ひ

ずみが増大している。

Drir angre rx′σ
2raCiリ

図2-15 水平荷重 水̈平変形角関係

DriF angre rx′θ
~2radリ

図 2-16 軸ひずみ推移状況
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(4)i試験材雨B25¨ b

試験体 B25-bは ,正載荷方向では R=0.0083rad.で内蔵鉄骨が降伏し,R=0.0134rad.で 最大

耐力 361.5kNを記録した。負載荷方向では R=-0.0083rad.で 内蔵鉄骨が降伏し,R=¨0.0116rad.

で最大耐力…367.5kNを 記録した。最大耐力以降において,耐力は緩やかに低下し,最終変

形での耐力は 207.8kNで あり最大耐力の約 57%であった。

履歴ループにおいては,R=0.01rad.の 載荷サイクルまでは原点指向の履歴ループを示した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは若千の剛性低下が見受けられ,それ以降徐々に剛性が低下し

ている。剛性低下が確認された R=0.olrad.の 載荷サイクル以降は安定した紡錘型を描いてお

り,軸力比 0.3の試験体にみられたような急激な耐力低下は R=0.05rad.に 至るまで確認され

なかった。

軸ひずみでは,R=0.015rad.ま で一様な変形を繰り返した後,R=0.03rad.ま で穏やかに軸ひ

ずみが増大し,R=0.04rad。 で大きく軸ひずみが増大していることが確認できる。

Drir angre rx′ο
~2raCた

リ

図 2‐ 17 水平荷重―水平変形角関係

Drir angre rXfθ
~2raCた

リ

図 2…18 軸ひずみ推移状況
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(5)言式験燃ミB25-c

試験体 B25-cは ,正載荷方向では R=0.0082rad。 で内蔵鉄骨が降伏し,R=0.013rad.で最大耐

力 368.3kNを記録 した。負載荷方向では R=0.0062rad.で内蔵鉄骨が降伏し,R=-0.0131rad.で

最大耐カー387.OkNを 記録した。最大耐力以降において,耐力は緩やかに低下し,最終変形

での耐力は 263.3kNで あり最大耐力の約 71%であつた。

履歴ループにおいては,R=0.005rad.の 載荷サイクルまでは原点指向の履歴ループを示した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは若干の岡1性低下が見受けられ,それ以降徐々に剛性が低下し

ている。剛性低下が確認された R=0.01rad.の 載荷サイクル以降は安定した紡錘型を描いてお

り,試験体 B25-bと ほぼ同様の履歴特性を示したが,R=o.o4rad.の 2サイクルロに耐力低下

が確認された。

軸ひずみでは,R=0.015rad.ま で一様な変形を繰り返した後,R=0.03rad.ま で穏やかに軸ひ

ずみが増大し,R=0.04rad。 で大きく軸ひずみが増大していることが確認できる。

Drir angre rxfθ
~2rad.リ

図 2-19 水平荷重―水平変形角関係
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Drir angre rxイ σ
2rad.リ

図2-20 軸ひずみ推移状況
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2.3.3ひ び割れ幅

ひび割れ幅の測定は,各試験体の正負各載荷サイクルにおけるピーク時およびピーク後

除荷時のひび割れ幅をクラックスケールにより測定した。

図 2-21に各試験体の曲げおよびせん断ひび害Jれ幅の推移を示す。なお,図中に示す値に

は,各試験体において,第一サイクルロの正負載荷時で最も大きく発生したひび割れ幅を

用いている。

曲げひび割れ幅について比較すると,各試験体ともR=0.0025rad.と いう早期から曲げひび

割れは発生しているが,R=0.oo5rad.の載荷サイクルまでは除荷時においてひび害Jれは閉じて

おり,ほぼ Ommであった。また,変形角が大きくなるにしたがって曲げひび害1れ幅も大き
くなり,R=0.03rad.の載荷サイクルではすべての試験体で 30mm以上の最大曲げひび害1れ幅

を記録した。また,曲げひび割れについては,軸力比およびバンドプレー トの幅の違いに

よる差異は認められなかった。

せん断ひび害Jれについては,B30-aおよび B30-bの試験体で R=0.01rad.の 載荷サイクルに

おいてひび害Jれは発生しているが,比較的小さな値にとどまっている。B30-c,B25-bお よ

びB25-cの試験体では,R=0.015rad.の 載荷サイクルにおいてせん断ひび害1れが発生している。

軸力比 0.25の試験体では,R=0.02rad.の 載荷サイクルにおいても最大せん断ひび害Jれは 1.Omm

以下であるのに対し,軸力比 0.3の試験体では 2.5rllmか ら4.Ommと なつており,大きな違
いが見られる。軸力比によるせん断ひび割れ幅の違いは R=0.03rad.ではさらに顕著になり,

軸力比 0.25の試験体では最大 2.Orrun程度であるのに対し,軸力比 0.3の試験体ではすべて
の試験体で 8.Omm以上となつている。また,せん断ひび害1れ幅についてもバンドプレー ト
の有無およびバンドプレー トの幅による差異はほとんど確認できなかった。
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2.3.4曲率分布

曲率は試験体の側面コンクリー トおよび鉄骨フランジに取り付けた寸切リボル トに変位

計を設置して計測したデータを用いて図 2‐22に示す計測区間において,式(2-4)に より平均

曲率ψとして算出している。また,各試験体の材軸方向の曲率分布を図2-23に示す。

ψ=={ltan_1(△力1-△あ2)]/(乃1+乃2)}/zl (2-4)

:

― ……Ⅲ……………Ⅲ…‐―

=一

~~~~~―一,一―
~~~~~一――一 J

‐
'I→      ・ tt出 ==

曲率検長 ::   :

す1 1%
Zlhl 11

量…七量

|ヽ`:,  :          :■ :::=:■・・

1                                 '

図 2…22 曲率の算出方法

各試験体とも R=0.01rad。 までは,曲率による変形は柱両端部の区間に集中しており,その

他の計測区間においてはほとんど変形が生じていないことが確認できる。

急激な耐力低下を起こした試験体 B30-aで は R=0.01rad.以 降,柱両端部と比較して柱中央

部付近の変形負担割合が増加しており,その傾向はコンクリー ト部分よりも鉄骨部分のほ

うが顕著であることから鉄骨が局部座屈を起こしていると推察される。

試験体 B30-b,B30-cでは,試験体 B30-aと 同様に R=0.01rad.以降における柱中央付近の

変形負担割合が増加しているが,その変形レベルは小さくなっている。

試験体 B25-b,B25-cでは,鉄骨のフランジはバンドプレー トに拘束されることにより,

柱両端部の区間に集中しており,その他の計測区間においてはほとんど変形が生じていな

いことが確認できる。
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2.3.5応 力度分布

(1)鉄骨フランジの応力分布

図 2-24から2-28に各試験体の正載荷時ピークにおける鉄骨フランジの材軸方向における

応力分布を示す。なお,応力の計算は貼付したひずみゲージの値および材料試験結果を用

いている。また,図中の破線は鉄骨フランジの降伏強度を示している。

各試験体とも最大耐力時には柱上下端部において降伏強度に達していることが確認でき

る。また,鉄骨降伏後は柱上下端部が塑性化しているためほかの部分における応力の変化

はほとんどみられない。

軸力比の違 う試験体に着日してみると,当然のことながら軸力比の大きい試験体ほど柱

全体の応力分布が圧縮側になる傾向が見られる。

Sfress rN/mmつ            sfress rN/mmぅ

(a)南側                (b)Jヒ 側

図 2‐24 鉄骨フランジ応力分布 (B30-a)
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(2)鉄骨ウェブのせん断応力度

図 2…29から図 2-33に 各試験体の鉄骨ウェブのせん断応力と水平変形角の関係を示す。せ

ん断応力は,図に示す位置に貼付した 3軸ゲージのひずみを用いてロゼット解析により求
めた。図中の破線は,せん断降伏応力度 (%/√ :σノは鉄骨ウェブの降伏応力度)を示す。

軸力比が 0.3の試験体においては,最大耐力に鉄骨ウェブはほぼせん断降伏耐力に達して

いることが確認できる。また,柱の各部位において,ほぼ均等にせん断力を負担している
ことが確認できる。

軸力比が 0.25の試験体においては,最大耐力時に,柱頭柱脚部ではせん断降伏耐力に達
しているが,柱中央部ではせん断降伏耐力に達しておらず,柱端部においてより大きなせ

ん断力を負担していることが確認できる。
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2.4ま とめ

本章では軸力比およびバンドプレー トの幅を変数とした静的加力実験を行い,破壊性状 ,

耐力性能および変形性能についての把握を試みた。

本実験において軸力比に関しては僅かな変化であつても変形能力に与える影響は極めて

大きいことがわかる。また,軸力比 0.3の試験体では柱頭部における圧壊が顕著で,特に内

蔵鉄骨フランジは最上端のバンドプレー トの下で座屈が発生し,バンドプレー トによる局
部座屈の抑制および変形能力の向上などの効果はほとんど期待できなかった。

その原因として,コ ンクリー トが内蔵鉄骨の外側で圧壊 したこと,内蔵鉄骨量および鉄

骨に囲まれたコアコンクリー トの面積が小さかつたことなどが挙げられる。

以上のことから,H形鉄骨内蔵 CES柱における鉄骨の局部座屈の遅延および変形性能の
向上に関する課題を解決すべく,コ アコンクリー ト部の面積についてなどのさらなる検討

が必要であるといえる。
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第 3章 FRCの繊維混入量 と鉄骨の フランジ幅を変数 と した CES柱の静的載荷
実験

3.1実験目的

本章では,FRCの繊維混入量を増加させた試験体を用いてカバーコンクリー トのひび割

れおよび圧壊を抑制することに加え,鉄骨フランジの幅を大きくすることによつて拘束コ

ンクリー トの面積を増加させ,内蔵鉄骨の座屈を遅延させることを目的として,平成 23年

度に 4体の H形鉄骨内蔵 CES柱の静的載荷実験 (以下,H23年度実験)を実施した。

3.2実験概要

3.2.1試験体概要

試験体概要を表 3-1に ,試験体形状を図 3-1にそれぞれ示す。また,すべて柱断面を

300mm× 300mm,柱内法高さを 1,200mm(せ ん断スパン比 :a/D2.0)と した。FRCの繊維

混入量および内蔵鉄骨のフランジ幅を実験変数とし,実験には 4体の試験体を用い,内蔵

鉄骨は H-200× 150× 6× 9,H…200× 180× 8× 12お よび H-200× 200× 8× 12を用いている。試験体 B3¨F

およびB3MB―Fでは繊維混入量は1.5%であり,試験体B3MBおよびB3HCは既往の実験(H20

年度および H22年度実験)と 同量の 1.0%である。

表 3-1 試験体概要

Specimen B3-F B3ヽlB  I B3ヽlB― F B3HC

混入繊維
種類 ビニロンファイバーRF4000

混入量 1.5% 1.0%  1  1.5% 1.0%

柱断面
幅 b(mm) 300

tい D (mm) 300

内法長さ h (mm) 1200

せん断ス

鉄骨

ンヾ比 l a/D
形状

2.0

H形鉄骨

断面 200× 150× 6×9 200× 180× 8× 12 200× 200× 8× 12

フランジ幅 bs/b 0.5 0.6 0.67

鉄骨量 As/bD 4.21% 6.36% 6。90%

軸力比 N/N。 0.28
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3.2.2材料特性
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FRCの配合表を表 3-2に ,繊維投入後のフレッシュコンクリー トの性質を表 3-3にそれぞれ

示す。

ｒ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

Ｌ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

ト

ー

ー

ー

ー

Ｌ

Ｏ
Ｏ
卜
　
　
　
　
　
　
Ｏ
Ｏ
Ｎ
▼
＝
〓
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〇
〇
ト

表 3-2 FRCの配合表

水セ メン

トルヒ

W/C(%)

繊維

混入量

(%)

単位量 (kg/m3)

水 W セメン ト 細骨材 粗骨材 石灰石粉 繊維 Vf

56.0
1.O or

l.5
168 301 965 563 276 13.0

表 3-3 フレッシュコンクリー トの性質(繊維投入後 )

アジテータ車 W/C(%)

繊維添加後

スランプフロ

(mm)

スランプ

(Cm)

空気量

(%)

温度

(℃ )

1

56.0
456 19.5 3.8 29.0

2 389 27.5 3.5 29.0
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合成繊維は H20年度および H22年度実験と同様,株式会社クラレ製のポリビニルアルコ

ール繊維 「クラテック RF4000」 を使用した。繊維の物性詳細については 2章に参照する。

また,表 3-4に FRCの圧縮強度試験結果を,図 3-2に FRCの材齢―圧縮強度の推移をそれ

ぞれ示す。

表 3¨4 FRCの 圧縮強度試験結果

直径

(nlm)

高さ

(mm)

最大荷重

(kN)

圧縮強度

(N/-2)

平均強度

(N/mm2)

材齢

(日 )

2011.8.10 B3-F

99.8 199.5 259.1 33.0

33.6 う
ん
И
”99.6 197.6 269.2 34.3

99.8 197.6 262.6 33.5

2011.8.18 B3MB―F

100.0 198.8 273.6 34.9

34.7 50100.6 197.6 265.4 33.8

99.9 197.6 278.0 35.4

2011.8.21 B3MB

99.6 197.4 289.0 36.8

36.4 5399.7 198.2 287.9 36.7

99.6 198.3 280.6 35。 7

2011.8.27 B3HC

99.8 197.5 306.6 39.1

39.8 5999.8 198.1 313.8 40.0

100.0 198.5 316.6 40.3

ミ
ぐ
こ
ざ

/θ

図 3-2

″

"“ "∂И/

FRCの材齢一圧縮強度の推移
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(2)内蔵鉄骨の材料特性

H23年度実験の鉄骨材料試験結果を表 3-5に示す。

表 3-5 内蔵鉄骨材料試験結果

種類
降伏点 引張強度

Nllmり 0/mm2)

フランジ
PL¨9 282 442

PL-12 287 450

ウェブ
PL-6 318 428

PL-8 313 456

3.2.3載荷方法

H23年度実験に用いた載荷装置および試験体設置状況は H22年度実験と同様,図 2-3お

よび写真 2-1に参照する。

3.2.4計測計画

H23年度実験の各試験体の歪ゲージの貼り付け位置を付録 1(d)か ら(c)に示す。また,各

試験体の変位計測計画を付録 2に示す。

ここで,H22年度実験と同様,変位計は 25mm,50mm,100mmお よび 200mmを 用いた。

荷重,変位,歪度の測定値は,それぞれの電気信号自動デジタル歪測定器(DATA LOGGER
TDSH00)でデジタル値に変換し,パ ソコン上において計測ソフ ト(TDS¨7130:東京測器)を
用いてデータ処理を行った。各試験体のチャンネル対応表を付録 3に示す。
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3.3実験結果

3.3.1破壊性状

各載荷サイクルの載荷終了時における試験体の変形性状および破壊状況を以下に述べる。

また,各載荷サイクルにおける最終ひび割れ状況を図 3-3から図 3¨6に ,破壊状況を写真 3-1

から3-4にそれぞれ示す。

(1)試験体 B3‐F

試験体 B3-Fの破壊性状を以下に述べる。

R=0.0025rad.の載荷サイクルでは,R=0.001rad.で 柱頭部スタブ境界から 30cm程度の位置
で曲げひび害1れが発生した。また,R=-0.oo25rad.の 載荷サイクルでは,柱脚部スタブ境界お

よび柱頭部に曲げひび割れが発生した。

R=0.005rad.の載荷サイクルでは柱頭および柱脚のスタブとの境界に曲げひび害Jれが発生し

た。R=― o.oo5rad.の 載荷サイクルでは,柱頭および柱脚部に新たに曲げひび割れが発生した
ことに加え,柱頭部の曲げひび割れが曲げせん断ひび害1れに伸展した。また,南面柱頭部
のインサー ト穴付近に縦方向のひび割れが発生した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは柱脚偶角部において圧壊の兆候を確認した。また,北面の

インサー ト穴付近に縦方向のひび割れが発生した。R=― o.olrad.の載荷サイクルでは,柱頭部

に圧壊の兆候が確認され,柱脚部においてせん断ひび割れが発生した。
R=0.015rad.の載荷サイクルでは,R=0.013rad.で本実験の最大耐力 377.3kNを記録し,ほぼ

同時に正面および裏面にせん断ひび割れが発生した。また,柱脚部の圧壊を確認 した。
R=-0.015rad.の 載荷サイクルでは,正面に多数のせん断ひび害1れが発生し,南面には内蔵鉄

骨のフランジ面に沿つたひび害Jれが多数発生した。R=o.o15rad.の 2サイクルロには正面中央

部に多数のせん断ひび割れが発生した。

R=0.02rad.の 載荷サイクルでは,新たなひび害Jれの発生はほとんどみられず,柱頭および

柱脚部に圧縮ひび割れが新たに増えた程度であったが,柱脚部の圧壊がより顕著となつた。

R=¨ 0.02rad.の載荷サイクルでは,正面にせん断ひび割れが多数発生し,北面では内蔵鉄骨の

フランジ面に沿つたひび害Jれが進行した。

R=0.03rad.の 載荷サイクルにおいても,新たなひび害1れの発生はあまり見られなかったが,

柱頭部の曲げひび害Jれの拡幅が顕著であった。R=¨ 0.03rad.の載荷サイクルについても,正載

荷時と同様に新たなひび害Jれの発生は無く,柱脚部の曲げひび害Jれの拡幅が目立った。
R=0.04rad.の 載荷サイクルでは,柱頭部の曲げひび割れとせん断ひび害」れの拡幅がわずか

ながら認められた。また,柱脚隅角部においてコンクリー トの剥落がみられた。R=― o.o4rad.

では,柱頭部のせん断ひび害Jれの拡幅および柱脚部コンクリー トの剥落が顕著であった。

試験体 B3-Fは ,繊維混入量を 1.5%に増やしたことによりひび割れの発生および拡幅を大

幅に抑えることに成功しており,最終載荷サイクルに至るまで内蔵鉄骨とカバーコンクリ
ー トの剥離は起こっておらず,一体的な挙動を保持する結果となった。
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R=0.04rad.

図 3-3 試験体 B3-F最終ひび割れ状況

R=0.01 5rad   R=0.02rad   R=0.03rad.

写真 3…1 試験体 B3-F破壊状況
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(2)試験体 B3MB¨ F

試験体 B3MB―Fの破壊性状を以下に述べる。

R=0.0025rad.の載荷サイクルでは,正面柱脚部と下スタブとの境界および柱頭部と上スタ

ブとの境界から曲げひび害1れが発生した。R=-0.oo25rad.の 載荷サイクルでは,試験体正面お

よび南面において上スタブとの境界部分に曲げひび害Jれが発生した。

R=0.005rad.の載荷サイクルでは,正面柱頭柱脚部とスタブとの境界,北面柱頭部および南

面柱脚部において新たに曲げひび害1れが発生し,正面柱頭部の曲げひび割れが曲げせん断
ひび害Jれ となつて伸展した。R=― o.oo5rad.の 載荷サイクルでは北面柱脚部と下スタブとの境

界において新たに曲げひび割れが発生した。また,柱頭部の曲げひび害1れが曲げせん断ひ

び害1れ となつて伸展した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは,R=0.0097rad.において本試験体における最大耐力 401.3kN

を記録した。また,それとほぼ同時に正面柱頭柱脚部にせん断ひび害1れが発生した。また,

北面柱脚部に縦方向のひび割れが発生した。R=-0.01rad.の載荷サイクルでは,試験体正面全

体にわたつて多数のせん断ひび割れが発生した。また,R=0.olrad.の 第 2サイクルでは,試

験体正面での新たなせん断ひび害1れの発生が顕著であった。

R=0.015rad.の載荷サイクルでは,新たなひび割れの発生はわずかであったが,せん断ひび

割れの拡幅が日立った。R=-0.015rad.の 載荷サイクルにおいても同様にせん断ひび害1れの拡

幅が顕著であった。

R=0.02rad.の 載荷サイクルにおいても,新たなひび割れは,柱頭・柱脚部に僅かに確認さ

れた程度であったが,試験体正面における内蔵鉄骨のフランジ位置でひび割れが特に拡幅

した。

R=0.03rad.の 載荷サイクルにおいても同様に,内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび割れに

破壊が集中した。

R=0.04rad.の 載荷サイクルでは,内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび害1れがさらに拡幅し,

カバーコンクリー トと内蔵鉄骨の分離が進行した。

試験体 B3MB―Fは,繊維混入量が同じく 1.5%である試験体 B3-Fと 比較すると,ひび割

れの発生時期が早く, さらにひび割れの拡幅も試験体 B3-Fと 比較して顕著であった。これ

は,試験体 B3MB¨Fでは試験体 B3-Fよ りも鉄骨量を大きくしたことに伴いかぶリコンクリ

ー トが小さくなつたことが原因であると考えられる。
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R=0.01rad

図 34 試験体 B3MB¨F最終ひび割れ状況

辟 0.015rad   R=0.02rad   R=0.03rad.

写真 3-2 試験体 B3MB― F破壊状況

R=0.04rad.
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(3)試験体 B3MB

試験体 B3MBの破壊性状を以下に述べる。
R=0.0025rad.の載荷サイクルでは,R=0.0013rad.に おいて北面柱頭部と上スタブの境界およ

び南面柱脚部と下スタブとの境界に曲げひび害1れが発生した。R=-0.0025rad.の 載荷サイクル

では,南面柱頭部と上スタブとの境界に曲げひび害Jれが発生した。

R=0.005rad.の載荷サイクルでは正面および北面柱頭部に新たに曲げひび割れが発生した。

また,正面柱頭柱脚部とスタブとの境界にも曲げひび割れが発生した。R=_o.oo5rad.の 載荷
サイクルでは,正面柱頭柱脚部に新たに曲げひび割れが発生し,南面柱頭部のインサー ト

穴付近に縦方向のひび割れが発生した。

R=0.01rad.の 載荷サイクルでは試験体正面全体にわたつてせん断ひび害1れが発生し,ひび

割れ幅は最大で 0.40mmであった。また,試験体南面に内蔵鉄骨のフランジ面に沿つてひび

割れが発生した。R=¨o.olrad.の載荷サイクルでは,試験体正面に多数のせん断ひび害Jれが発

生し,R=0.01rad.の 第 2サイクルにおいて柱頭隅角部に圧壊の兆候がみられた。

R=0.015rad.の載荷サイクルにおいては,新たなひび害Jれの発生はほとんどみられなかつた

が,試験体正面のせん断ひび害Jれが拡幅した。R=―o.o15radの載荷サイクルにおいても,試

験体正面における内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび害Jれの拡幅が顕著であった。

R=0.02rad。 および R=0.03rad.の 載荷サイクルにおいても試験体正面における内蔵鉄骨のフ

ランジ面に沿つたひび割れに破壊が集中しており,変形角の進行に伴ってひび割れは拡幅

していった。この破壊性状は試験体 B3MB―Fと ほぼ同様の傾向を示している。

R=0.04rad.の 載荷サイクルにおいて,カバーコンクリー トと内蔵鉄骨との剥離が顕著とな

り,載荷を終了した。

試験体B3MBは ,試験体B3MB― Fと 断面形状は同一であるが,繊維混入量は試験体B3MB―F

が 1.5%であるのに対し,試験体 B3MBでは 1%である。それにも関わらず両試験体がほぼ

同一の破壊性状を示すのは,これらの試験体では鉄骨断面の形状によつて破壊モー ドが決

定されているためであると考えられる。すなわち,これらの試験体では試験体のせいに対

して内蔵鉄骨のフランジ幅が大きいために,フ ランジ面に沿うような形でコンクリー トの

ひび割れが進行 し,破壊がこのひび割れに集中してしまうために,混入繊維の増加による

効果が現れなかったと考えられる。
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R=0.01rad

図 3-5 試験体 B3MB最終ひび割れ状況

R=0.01 5rad   酔 0.02rad   R=0.03rad.

写真 3-3 試験体 B3MB破壊状況

R=0.04rad.
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(4)試験体 B3HC

試験体 B3HCの破壊性状を以下に述べる。

R=0.0025rad.の載荷サイクルでは,試験体正面および北面の柱頭部と上スタブとの境界に

曲げひび割れが発生し,R=-0.0025rad.の 載荷サイクルでは,試験体柱頭および柱脚部とスタ

ブとの境界において曲げひび害1れが発生した。

R=0.005rad.の載荷サイクルでは,R=0.0025rad.に おいて柱頭および柱脚隅角部の曲げひび

割れが伸展するとともに,試験体正面にせん断ひび割れが発生した。また,試験体北面に

おいて内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび害1れが発生した。R=― o.oo5rad.の 載荷サイクルに

おいても,試験体正面の全体にわたつて多数のせん断ひび害1れが発生した。
R=0.01rad.の 載荷サイクルでは,新たなせん断ひび割れの発生も見られたものの,せん断

ひび害1れの拡幅が顕著であり,前サイクルではせん断ひび害Jれ幅は 0.25rllmで あつたが,今

サイクルでは 1.10mmと なつた。R=-0.olrad.の 載荷サイクルにおいても同様に試験体正面に

おける内蔵鉄骨のフランジ面に沿つたひび害1れの拡幅が顕著であった。

R=0.015rad.,R=0.02rad.お よび R=0.03rad.の 載荷サイクルでは,新たなひび害Jれの発生は

ほとんど認められず,試験体正面の鉄骨フランジ面に沿つたひび割れの拡幅が顕著であっ

た。

R=0.04rad.の 載荷サイクルでは,内蔵鉄骨に沿つたひび害1れの拡幅がさらに顕著となり,

カバーコンクリー トと内蔵鉄骨が分離し,載荷を終了した。

試験体 B3HCでは,H23年度実験の他の試験体と比較 して,特に早い載荷サイクル

(R=0.005rad.)で せん断ひび割れが発生している。これは内蔵鉄骨のフランジ幅を大きくし

たために,かぶリコンクリー トが小さくなつている影響であると考えられる。

-92-



R=0.04rad.

図 3-6 試験体 B3HC最終ひび割れ状況

R―-0.01 5rad   R=0.02rad

写真 3-4 試験体 B3HC

R=0.01rad
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3.3.2復元力特性および軸ひずみ

各試験体における実験結果一覧を表 3-6に ,水平荷重―水平変形角関係および軸ひずみ推

移状況を図 3-7か ら 3-14にそれぞれ示す。ここで,図中の破線は累加強度理論により算定

した曲げ終局強度であり,載荷装置による P―δ効果を考慮したものを示している。また,▼

印は試験体の最大耐力,▽印は内蔵鉄骨フランジのひずみが引張側の降伏ひずみに達した

ところをそれぞれ示している。

表 3-6 実験結果一覧

Specimen

曲げひび害Jれ せん断ひび割れ
フランジ降伏時

(引張降伏)
最大耐力

R

(rad。)%

0

(kN)

R

(rad.)%

0

(kN)

R

(rad.)%

0

(kN)

R

(rad。)%

0

(kN)

B3-F 0.10 98 1.20 369 0.50 256 1.31 377

B3MB― F 0.23 195 0.93 396 0.87 390 0.97 401

B3ⅣIB 0.13 147 0.91 402 0.90 402 1.00 410

B3HC 0.25 221 0.37 273 0.90 360 2.77 394
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(1)試験体 B3-F

試験体 B3-Fでは R=0.005rad.の 載荷サイクルで鉄骨フランジが降伏し,R=-0.01rad.の 載荷

サイクルにおいて負載荷の最大耐カー362kNを記録した。その後,R=0.015rad.の 載荷サイク

ルにおいて最大耐力 377kNを記録した。その後の載荷サイクルにおいても試験体 B3-Fは急

激な耐力低下は認められず,安定した紡錘形の履歴曲線を描いた。

軸ひずみでは,試験体 B3¨Fは R=0.03rad.の 載荷サイクルまで徐々に進行しており,急激
な変化は認められないが最終載荷サイクルのR=0.04rad.に おいて大きく軸ひずみが進行して

いる。

5̈  -4  -3  -2  -7   θ   ′   2   3
DriF angre rX′θ

~2raCiリ

図 3-7 水平荷重一水平変形角関係

―イ  ー3  -2  ‐イ   θ   イ   2

Drir angre rx′θ
~2raCた

リ

図3-8 軸ひずみ推移状況
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(2)試験体 B3MB― F

試験体 B3MB―Fでは R=0.01rad.の 載荷サイクルにおいて鉄骨フランジが降伏し,その直後

に最大耐力 410kNを記録した。その後,R=-0.01rad.の 載荷サイクルにおいて負載荷側の最

大耐カー412kNを記録した。以降の載荷サイクルでは,試験体正面のフランジ面に沿つてひ

び割れが拡幅していったものの,実験終了まで穏やかに耐力低下していく安定した履歴性

状を示した。

軸ひずみでは,試験体 B3MB― Fは R=0.03rad.の 載荷サイクルまで徐々に進行しており,載

荷サイクルの R=0.04rad.に おいて大きく軸ひずみが進行している。
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図 3-9 水平荷重一水平変形角関係
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図 3-10 軸ひずみ推移状況
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(3)試験体 B3MB

試験体 B3MBは内蔵鉄骨フランジの降伏時期や最大耐力およびその後の耐力低下の状況
なども試験体 B3MB―Fと ほぼ同様であり,繊維混入量の増加による効果を確認することは
できなかった。

軸ひずみでは,試験体B3MBおよびB3MB―Fはほぼ同様な軸ひずみの推移を示し,R=0.04rad.
の載荷サイクルで急激に軸ひずみの進行が見られた。
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図3-12 軸ひずみ推移状況

図 3…11 水平荷重一水平変形角関係
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(4)試験体 B3HC

試験体 B3HCでは R=0.01rad.の 載荷サイクルで鉄骨フランジが降伏し,R=0.03rad.の載荷

サイクルにおいて最大耐力 394kNを記録した。その後,R=-0.03rad.の 載荷サイクルにおい

て最大耐カー408kNを記録した。その後,フ ランジ面に沿つてせん断ひび割れが大幅に拡幅

していつたものの,実験終了まで安定した紡錘形の履歴曲線を描いた。

試験体B3HCは ,R=0.005rad.の サイクルにおいて,早期にせん断ひび割れが発生し,R=0.03rad.
のサイクルにおいてカバーコンクリー トが損傷を受けた後,コ ンクリー ト負担分の軸力が

鉄骨とコアコンクリー トに移行し,R=0.04rad.の サイクルの以降,鉄骨とコアコンクリー ト

が分離し,内蔵鉄骨の局部座屈が発生したため,軸力が保持できなくなつたことから,急

激に圧縮方向に軸ひずみが増加 した。

-5  -4  -3  -2  -′    θ   1   2   3

Drir angre rx′σ
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図 3-13 水平荷重一水平変形角関係
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図3-14 軸ひずみ推移状況
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3.3.3ひ び割れ幅

図 3… 15(a)か ら(d)に最大ひび害1れ幅の推移を示す。

試験体 B3-Fでは変形角の進行に伴い曲げひび害Jれ幅が拡幅しており,せん断ひび害Jれの

進行については他の試験体と比較して抑えられる結果となった。

試験体 B3MBお よび B3MB―Fでは,曲げひび害Jれ幅 。せん断ひび害Jれ幅についてほぼ同
様の傾向がみられ,FRC繊維混入量を増加させたことによる効果は確認されなかった。
最も鉄骨量が多くかぶリコンクリー トの小さな試験体 B3HCは ,R=0.005%と 早期にせん

断ひび割れが発生し,その後変形角の進行に伴いせん断ひび割れが拡幅していった。ひび

割れの拡幅はせん断ひび害1れに集中し,曲げひび害Jれはほとんど拡幅しなかつた。
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3.3.4曲率分布

曲率は試験体の側面コンクリー トおよび鉄骨フランジに取り付けた寸切リボル トに変位

計を設置して計測したデータを用いて,前章と同様に,式(2-4)に より平均曲率 ψとして算

出している。また,各試験体の材軸方向の曲率分布を図 3-16に示す。

各試験体とも R=0.01rad。 までは,曲率による変形は柱両端部の区間に集中しており,その

他の計測区間においてはほとんど変形が生じていないことが確認できる。

安定した履歴曲線を示した試験体 B3-Fでは R=0.01rad.以 降,一体的な挙動を保持し,柱

中央付近の変形負担割合の増加がほとんど認められなかった。

試験体 B3MB―F,B3MBでは,試験体 B3-Fと 比べ早めにせん断ひび害Jれが発生したため,
R=0.01rad.以 降における柱中央付近の変形負担割合が増加しているが,繊維混入量 1.5%であ

った試験体 B3MB¨ Fは試験体 B3MBよ り,その変形レベルは小さくなつている。

試験体 B3HCでは,R=0.005rad.の 載荷サイクルにおいてせん断ひび害Jれが発生したため,

柱両端部と比較 して柱中央部付近の変形負担割合が増加 しており,その傾向はコンクリー

ト部分よりも鉄骨部分のほうが顕著であることから鉄骨が局部座屈を起こしていると推察

される。
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3.3.5応 力度分布

(1)鉄骨フランジの応力分布

図 3-17(a)から(d)に各試験体の正載荷時ピークにおける鉄骨フランジ (北側)の材軸方向
における応力分布を示す。なお,応力の計算は貼付したひずみゲージの値および材料試験
結果を用いている。また,図中の破線は鉄骨フランジの降伏強度を示している。
各試験体とも最大耐力時には柱上下端部において降伏強度に達していることが確認でき

る。また,鉄骨降伏後は柱上下端部が塑性化しているためほかの部分における応力の変化
はほとんどみられない。
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(2)鉄骨ウェブのせん断応力度

図 3-18から図 3-21に各試験体の鉄骨ウェブのせん断応力と水平変形角の関係を示す。図

中の破線は,せん断降伏応力度 (σッ/√ :σノは鉄骨ウェブの降伏応力度)を示す。

各試験体においては,最大耐力に鉄骨ウェブはほぼせん断降伏耐力に達していることが

確認できる。また,柱の各部位において,ほぼ均等にせん断力を負担していることが確認

できる。
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3.4ま とめ

以上のように,繊維混入量 1.5%の試験体 B3-Fは繊維混入量 1.0%の試験体 B3と 比較して

明らかな変形能力の改善がみられた。 しかしながら鉄骨のフランジ幅が大きい試験体にお

いては,繊維混入量 1.5%の試験体 B3MB―Fと繊維混入量 1.0%の試験体 B3MBの間に破壊
性状および履歴特性に大きな差異は確認されなかった。この理由として,試験体 B3お よび
B3-Fでは,柱断面における内蔵鉄骨のフランジ幅と柱幅の比率 らル が 0.5で あり,フ ラン
ジ位置でのかぶりが比較的大きかったことから,繊維混入量の多い試験体 B3‐Fにおいてフ

ランジ位置におけるカバーコンクリー トの割裂ひび割れの発生が遅延され,CES柱の破壊
性状や変形能力に及ぼす繊維混入量の影響が顕著となつた。

一方,試験体 B3MBお よび B3MB―Fではフランジ幅を大きくしたことにより,内蔵鉄骨
によるコンクリー ト拘束領域が増加したため,繊維混入量に関わらず CES柱の変形能力は

増加 したが,逆にフランジ位置におけるかぶりが小さくなつたことから,当該位置での割
裂ひび割れが顕著となり,柱の変形能力に及ぼす繊維混入量の影響はほとんど認められな
かつたものと考えられる。

-109-



第4章 H形鉄骨内蔵 CES柱の変形能力評価法

4.1目 的

2章および 3章では高軸力下におけるH形鉄骨内蔵 CES柱の内蔵鉄骨での局部座屈防止

を目的として,バ ンドプレー トの有無,FRCの繊維混入量および内蔵鉄骨のフランジ幅を

実験変数とした CES柱の構造実験を実施した。その結果,バ ンドプレー ト取付による CES

柱の変形性能の向上はほとんどみられなかつたが,FRCの繊維混入量を増加させることで

CES柱の変形能力を大きく改善させることが可能であることを示した。また,内蔵鉄骨の

フランジ幅を大きくし,鉄骨によるコンクリー トの拘束領域を増加させると,CES柱の変

形能力は向上するが,逆にフランジ位置でのかぶりが小さくなるため,変形能力改善に及

ぼす繊維混入量の影響は小さくなる傾向にあることを示した。

そこで,1.2.2項に示した実験結果を踏まえ,実験における各パラメータ (軸力比,鉄骨

量,せん断スパン比,FRCの繊維混入量および内蔵鉄骨のフランジ幅)が CES柱の変形能

力に及ぼす影響を検討し,H形鉄骨内蔵 CES柱の変形能力評価式を提案する。

4.2各パラメータの変形能力に及ぼす影響

本章では,変形能力評価式のパラメータとして,軸力比,せん断スパン比,鉄骨量,繊

維補強コンクリー トの繊維混入量および柱幅に対するフランジ幅比を設定することにした。

表4-1に評価式の作成に使用した試験体の一覧を,図 4-1に履歴特性をそれぞれ示す。また,

表 4-2に各パラメータの値と各試験体の限界変形角 R80,R85,R90の 値を示す。限界変形角

R80,R85,R90は それぞれ最大耐力の 80%,85%お よび 90%ま で耐力が低下した時の層間変

形角である。以下では,各パラメータが CES構造柱の変形能力に与える影響を考察する。

表 4-1 評価式に使用した試験体の一覧

Specimen A2 Br I B2 lB2s-clB30-alB-llBl-F B3MB―F I B3MB B3H B3L C2 D2

混人繊維

種類 ビニロンファイバーRF4000

混 入 量 10% 150/0 10%

柱

断

面

b (mm)

せ
　
　
い

D(mm)

内法長さ I (mm) 1200 900 600

ス
　
　
ヒ

鋤
　
И

せ
　
　
ノ

a/D 15

鉄骨断面 200× 150× 6× 9

200× 180

×8X12

200X150

X16× 9

150× 150

×6× 6

200× 150

×6× 9

鉄骨量 ′′BD 0042 0064 0070 0029 0042

軸力比 子ヽN、 0095 029

―HO―
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表 4-2 各パラメータと限界変形角 Rの値

Specimen ハクトリ ИyBD a/D R80 exp R85 exp R9。 exp

A2 0.188 0.0421 2.5 4.48 3.61 2.8

Bl 0.095 0.0421 つ
ん 6.43 5.26 4.21

B2 0.188 0.0421 2 4.36 3.45 2.41

B25-c 0.218 0.0421 2 3.32 2.79 1.95

B30¨a 0.282 0.0421 2 2.06 1.83 1.56

B3 0.278 0.0421 う
ん 1.78 1.62 1.45

B3-F 0.28 0.0421 2 3.1 2.18 1.75

B3ヽlB―F 0.28 0.0636 う
ん 3.26 3.16 3.05

B3NIIB 0.28 0.0636 つ
４ 3.27 3.15 3.03

B3H 0.3 0.0701 2 2.08 1.74 1.43

B3L 0.292 0.0292 2 1.26 0.97

C2 0.192 0.0421 1.5 2.71 2.15 1.83

D2 0.193 0.0421 1 2.36 2.07 1.81
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4.2.1軸 力比の影響

R80 exp,R85 cxpお よび R9。 cxpと ■`N、の相関関係を図 4-2(a)から(c)に示す。軸力比 ミ|ミ、のみ

をパラメータとする試験体 Bl,B2,B3,B25-cおよび B3-aについて比較する。軸力比はそ
れぞれ 0.1,0.2,0.3,0.25お よび 0.3であり,内蔵鉄骨量 И′り は 0.042,せ ん断スパン比

は 2.0である。限界変形角と軸力比 NIN、の関係はほぼ直線の分布 として現れることがわか

る。

図 4…2(a)R80 exp~酬 0相関関係

θL_
θ.00 θ.プθ θ.2θ θ.3θ

悧
。

図 4-2(b)R35 exp~ ■`ヽ、相関関係
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図 4‐2(c)RO exp~N/1VO相 関関係
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4.2.2内蔵鉄骨量の影響

R80 exp,R85 expお よび R90 cxpと ИyBDの相関関係を図 4-3(a)か ら(c)に示す。内蔵鉄骨量ИyBD

のみをパラメータとする試験体 B3L,B3,B30¨aお よび B3Hについて比較する。内蔵鉄骨

量ИyBDはそれぞれ 0.029,0.042お よび 0.070で あり,軸力比は 0.3,せん断スパン比は 2.0

である。限界変形角と内蔵鉄骨量И′りの関係もほぼ直線の分布として現れることがわかる。

図4-3(b)R85 ex″ ｀8D相関関係
5
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図 4-3(c)R9o ex"ヽ 8D相関関係

スyBD

図 4…3(a)R80 ex"%8D相 関関係
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4.2.3せ ん断スパン比の影響

R80 exp,R85 cxpお よび R90 cxpと a/Dの相関関係を図 4-4(a)か ら(c)に示す。せん断スパン比 a/D

のみをパラメータとする試験体 A2,B2,C2お よび D2について比較する。せん断スパン比
a/Dはそれぞれ 2.5,2.0,1.5お よび 1.0であり,軸力比は 0.2,内蔵鉄骨量ИyBDは 0.042

である。限界変形角とせん断スパン比 a/Dの関係にも直線的な分布がみられた。
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図 4-4(c)R9o exp~a/D相 関関係
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図 4-4(a)R80 exp~a/D相関関係

図 4-4(b)R35 exp¨ a/D相関関係
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以上の図 4-2か ら図 4¨4に示したように,軸力比,内蔵鉄骨量およびせん断スパン比と柱

の限界変形角 R80,R85お よび R90に はそれぞれ比例的な関係が認められる。これらに対して

それぞれ回帰分析を行い,線形の近似曲線を求めた。その結果,式(4-1)か ら(4-3)にそれぞ

れ示す。なお,前節でも述べたとおり,図 4-2から図 4-4はそれぞれ軸力比,内蔵鉄骨量お

よびせん断スパン比を変数としたものであり,その他の実験パラメータを同一として求め

たものである。

R80 cxp=~24.6ハク御Ъ+8.8

R85 cxp=~19・ lSI 、ヽ+7.0

R90 exp=~14.3ヽ1 きヽ 5.3

R80 exp=18.5・ ИノBD畔0.83

R85 cxp=13.5・ Иノ3E汁0.85

R90 exp=18.5・ ИノBD畔0.85

R80 exp=1・ 6・ a/D+0.67

R85 cxp=1.2・ a/DIO.74

R90 exp=0・ 7・ a/D+0.97

(4-1)a

(4-1)b

(4-1)c

(4-2)a

(4-2)b

(4-2)c

(4-3)a

(4-3)b

(4-3)c

一方,第 3章において示したように FRCの繊維混入量と柱幅に対するフランジ幅比の両

者は,柱の変形能力に与える影響について互いに相関があると考えられる。そこで,以下

では FRCの繊維混入量および内蔵鉄骨のフランジ幅が,CES柱の変形能カヘ与える影響の

定量化を試みる。

4.2.4内蔵鉄骨のフランジ幅および FRCの繊維混入量の影響

R80 exP,R85 cxpお よび R9。 expと らル の相関関係を図 4-5(a)か ら(c)に示す。図4-5に R80 cxp●カ

関係を示す。内蔵鉄骨のフランジ幅が限界変形角へ及ぼす影響を検討する。繊維混入量が

1%である試験体 B3(H20年度実験の試験体,1.2.2を 参照)と B3MBにおける R80 cxp~bψ

関係を式(4-4)aか らcに ,繊維混入量が1.5%である試験体B3-Fと B3MB¨ FにおけるR80 cxp¨ bψ

関係を式(4-5)aか らcにそれぞれ示す。
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R80 exp=14.9bsん-5。 7

R85 cxp=15.3bs/b-6.0

R90 exp=15.8bs/b-6.5

R80 exp=2.7bs/b+1.7

R85 exp=9.8bs/b-2.7

R9。 exp=13.lbs/b-4.8

(4-4)a

(4-4)b

(4-4)c

(4¨ 5)a

(4¨ 5)b

(4-5)c

５

　

　

４

　

　

３
ミ
）
ゃ
。ど

θ

θ

（Ｎ
）
繁
。
３
∝

5

イ

3

2

7

4    θ.5    θ.6    θ.7    θ.8
byb
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繊維混入量 F(%)のみをパラメータとした試験体 B3と B3-Fお よび試験体 B3MBと B3MB― F

について限界変形角―FRC繊維混入量関係を比較 したものを図 4¨6(a)か ら(c)に示す。ここで

は,内蔵鉄骨のフランジ幅を考慮 した限界変形角―FRC繊維混入量関係を式(4-6)aか ら cに

示す。すなわち,式 (4¨4)aお よび(4-5)aに より,2点 (1,14.9bψ -5。7)と (1.5,2.7byあ +1.7)

を通る方程式,式(4-4)bお よび(4-5)bに より,2点 (1, 15.3お /♭6.0)と (1.5,9.8bs/Ъ -2.7)

を通る方程式,式(4-4)cお よび(4-5)cに より,2点 (1,15.8bs/b-6.5)と (1.5,13.lb,4♭ -4.8)

を通る方程式,それぞれ求めたものである。
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R80 exp=(~24.4 bs/b+14.6)F139.3 bs/b-20.3

R85 exp=(-11.O bs/b+6.6)F+26.2 bs/b… 12.6

R90 cxp=(~5.5 bs/b+3.4)F121.3 bs/b-9.8

(4-6)a

(4-6)b

(4-6)c

以上に示したように,限界変形角 R80 exp,R85 cxpお よび R90 expを 用いて H形鉄骨内蔵 CES

構造柱の変形能力と各主要パラメータの間にはそれぞれの関係が認められる。

4.3変形能力評価式の提案

ここで,限界変形角 R∂θを用いた変形能力評価式の提案について詳述する。前節の式(4-1)a,

(4-2)a,(4-3)aお よび(4-6)aに 基づいて各パラメータが限界変形角に及ぼす影響を総合的に考

慮できる回帰式を以下のように仮定する。
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R6s 
"o1 

: -24.5.N/N0 + I 8.5' A / B D + | .6. a/ D+(-24.4 b "/b+ | 4.6). F+39.3 b,/b +x (4-7)

さらに式(4-7)を式(4-1)a,(4-2)a,(4-3)aお よび(4-6)aと それぞれ等価 とすることにより以

下の 4式を得る。

ここで,式(4-8)は繊維混入量および内蔵鉄骨のフランジ幅のみを変数 とした試験体 B3,

B3-F,B3MBお よび B3MB― Fを対象 としたものであるので,それ らの試験体の諸量,すな

わち ■ヽNFO.28,ИyBD=0.0421,a/D=2.0を 代入することで x=-17.42の値を得る。同様に式

(4-9)は軸力比のみを変数 とした試験体 (Bl,B2,B25-c,B3お よび B30¨a)を対象 としてい

るので,それ らの試験体の他の諸量 (ИyBD=0.0421,a/D=2.0,F=1.0%,byb=0.5)を ,

式(4-10)に は鉄骨量を変数 とした試験体(B3L,B3お よび B3H)における鉄骨量以外の諸量

(NINFO.28,a/D2.0,F=1.0%,byら =o.5)を ,式 (4-11)に はせん断スノくン比を変数 とした

試験体(A2,B2,C2お よび D2)におけるせん断スパン比以外の諸量 (7V/Nl「 0.2,И′D=0.0421,

F=1.0%,byら =0.5)をそれぞれ代入することで xの値は…17.23,-17.59および -17.23と な

り,これらの平均値を取ることで xの値 として-17.4を得る。そこで,これを xの値 とする

と,限界変形角 R∂θを用いた変形能力の評価式は以下のようになる。

Rsl,o1:-24.5.N/Nl+18.5.A,/BD+1.6.a/D+(-24.4b,/b+14.6).F+39.3 b,/b-17.4 (4-12)

同様の方法で R∂5,R9θ についても検討した結果,次式を得た。 (R∂5,R9θ は R∂θと同様,%
の記号を省略している。)

-24.5・ NノN。+・ 18.5ИyBD+・ 1.6a/DIx+20.3=0

18.5Иy3D叶・1.6a/DI・ (-24.4bノ多+14.6)F139.3bノ b+x-8.8=0

-24.5・ Nが。+・ 1.6a/D十・(…24.4 by多+14.6)F139.3 bybttx-0.8=0

-24.5。 N/N。 +18.5И yBD+・ (-24.4 byb+14.6)F+39.3 bsん +x-0.7=0

R∂5“′=-19.1・ N/N計 13.5・ /yBD+1.2・ a′D+(― H.Obノ b tt6.6)・ F+26.2 byり _10.3

R9θ  εαノ=~14.3・ N/N。+9.3・/yBD+0.7・ a/D+(-5.5 bsん +3.4)・F+21.3 by9_7.8

(4-8)

(4-9)

(4… 10)

(4-11)

(4-13)

(4-14)

4.4変形能力評価式の妥当性の検証

表 4-3に式(4-12),(4-13)お よび(4-14)よ り求めた R80,R85お よび R9。 の計算結果を示す。
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表 4…3 R80,R85および R9。 の計算結果

Specimen R80 cJ(%) R85 cJ(%) R90cJ(%)
“

80 ″85 ″90

A2 4.82 3.88 2.95 1.08 1.07 1.06

Bl 6.3 5.05 3.93 0.98 0.96 0.94

B2 4.02 3.28 2.6 0.92 0.95 1.08

B25-c 3.29 2.7 2.17 0.99 0.97

B30-a 1.72 1.48 1.26 0.83 0.81 0.81

B3 1.82 1.56 1.32 1.02 0.96 0.91

B3-F 2.97 2.07 1.61 0.96 0.95 0.92

B3MB― F 3.64 3.33 3.12 1.05 1.02

B3MB 3.63 3.31 3.05 1.05 1.01

B3H 1.8
う
ん
く
υ 1.26 0.87 0.87 0.88

B3L 1.24 1.12 1 0.98 1.01 1.03

C2 3.12 2.6 2.2 1.15 1.21 1.2

D2 2.3 1.98 1.83 0.98 0.96 1.01

平均値
“

1 0.99 1

標準偏差 σ 0.09 0.09 0.1

式(4-12),(4-13)お よび(4… 14)に着目すると,軸力比の増加に伴いCES柱の変形能力は低下し,

鉄骨量とせん断スパン比の増大に伴って柱の変形能力が向上することが分かる。

図 4-7(a)か ら(c)に計算結果 RcJと 実験結果 Rcxpの関係を示す。限界変形角 R80,R85,R90

の計算値と実験値の比 (“=RcJ/Rcxp)は平均値でそれぞれ 0.97,1.00および 0.99,標準偏差

は 0.10,0.09お よび 0.10であり,試験体の変形能力を精度よく評価できているといえる。
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4.5ま とめ

本章では軸力比,内蔵鉄骨量,せん断スパン比,繊維混入量および内蔵鉄骨のフランジ

幅が変形能力に及ぼす影響について検討を行つた。また,各パラメータを変数とした CES

柱の変形能力評価式を提案した。変形能力評価式の精度を検証した結果,限界変形角 R∂θ,
R∂5,R9θ の計算値と実験値の比 (″=烏α′η)の平均値は 1.00,0.99お よび 1.00,標準偏差

は 0.09,0.09お よび 0.10と なり,実験結果と極めてよい対応を示した。

なお,今回提案した変形能力評価式は限られた範囲の実験データに基づいて得られたも
のである。以下に使用した実験データの範囲を示す。

軸力比 (一定): 0.10≦ Nが。≦ 0.30

鉄骨量 :  0.029 ≦ ИyBD≦ 0.070

せん断スノくンLヒ :  1.0≦ a/D≦ 2.5

FRCの繊維混入量 (%): 1.0≦ F≦ 1.5

鉄骨のフランジ幅比 : 0.5≦ byら ≦ 0.6

-123-



第 5章 H形鉄骨内蔵 CES構造柱の復元力特性モデル

5.1目 的

本章では,構造解析プログラムに適用可能な CES構造柱の復元力特性モデルを開発する

ことを目的として,既に交差 H形鉄骨内蔵の CES柱において提案されているものと同様の

方法
2の
を用いて,H形鉄骨内蔵 CES柱の履歴曲線のモデル化手法について検討した。また,

履歴モデルと実験結果との吸収エネルギーの差異に着目し,前述の変形能力評価式との比

較によリモデル化を行う際の変形角の範囲を決定し,実験結果との対応を確認した。

5.2スケル トン曲線のモデル化

実験結果より水平力を受ける CES柱の挙動は,材端に曲げひび害1れが発生し,その後鉄

骨が降伏し,最大耐力に達したのち徐々に耐力低下するという経過を辿ることがわかつて

いる。そこで CES柱のスケル トン曲線は,図 5… 1に示すように第一折れ点を曲げひび害1れ

発生′点o,第二折れ点を終局曲げ耐力 (降伏耐力)点 Qと する Tri_Lincarへのモデル化が

提案されており,本研究でもそれに従うこととする。なお,スケル トン曲線のモデル化に

際しては,曲げひび害1れ耐力を RC規準に従って定義する「モデル A」 と文献 22)において

提案されている「モデル B」 の 2種類を検討した。また,終局曲げ耐力 Oyは SRC規準によ

る一般化累加耐力とした。初期剛性 4は曲げとせん断を考慮した弾性剛性を用いることと

し,第二折れ点 gyにおける変形は,RC部材と同様に剛性低下率 αyに よつて表すこととし

た。なお,降伏後の剛性は弾性剛性民 の 1/1000と した。剛性低下率αyは '図 5-1に示す面

積 Aと 面積 Bが等しくなる (エネルギーが等価になる)よ うに第二折れ点 oにおける変形

を設定した。

Ry

図 5-l CES柱の復元カモデル
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なお,モデル Aでは,曲げひび割れ耐力 Ocを材端が RC規準による曲げひび害1れモーメ
ントス に達する点と設定した。

M 
" 

= o.56tloB ze + NDf 6 (5-1)

ここで,Zc:鉄骨を考慮した断面係数
一方,モデル Bでは最大ひび害1れ曲げモーメント耗 を以下の式で表すこととする。 (記
号は付録 1を参照 )

型皇
モデ
L盛 <Ⅳ≦Ⅳ

c″
の日寺 :

(5-2)

Ⅳ′ε≦Ⅳ≦
(銑C十 二∂ の時 :

∠嶋一嶋
〓に

ν
塊
一嶋

一〓ν

(5… 3)

各試験体の RC規準算定式 (モデル A)お よび提案式 (モデル B)に よる曲げひび害Jれモ
ーメント4の計算値と実験値の比較を表 5-1および図 5-2に示す。また,上記 2つのモデ
ル化による曲げひび害1れモーメントを考慮して求めた剛性低下率αyの一覧を表 5-2に示す。

表 5-2および図 5-2よ り,RC規準算定式および提案式による曲げひび割れモーメントの
計算値はともに実験結果を概ね良好に表現している。

表 5-1 曲げひび割れモーメント銑 の計算値と実験値の比較
lrnen RC規準式 提案式 実験値 ″ ′ ″

A2 56.7 61.9 66.4 0.85 0.93

Bl 36.6 38.8 59.4 0.62 0.65

B2 56.7 61.9 72.5 0.78 0.85

B25-c 66.8 62.3 67.2 0.99 0.93

B30-a 75.9 64.8 100.8 0.75 0.64

B3 76.8 80.2 103.1 0.75 0.78

B3-F 64.6 59.5 58.8 1.10 1.01

B3NIIB― F 72.8 59.5 63.0 1.16 0.94

B3ⅣIB 75.2 61.6 64.2 1.17 0.96

B3L 73.2 92.9 95.3 0.77 0.98

B3H 85.3 71.9 95.0 0.90 0.76

C2 56.5 61.5 74.3 0.76 0.83

D2 56.4 61.4 59.6 0.95 1.03

平均値 0.88 0.87

標準偏差 0.17 0.12
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表 5-2 岡1性低下率 的 一覧

u lu =t.z'

//X?./
′・ぎ卒

R′   :

△
一
〇

によ

提案式による計算値

′50

図 5-2

Mexprkり

曲げひび割れモーメントの計算値と実験値の比較

θ.θ

-0.イ l

θ.θθ θ.θ5 θ.イ 0 θ.15

M/bD21

図 5-3 無次元化した曲げひび割れモーメントと軸力の関係

図 5…3に無次元化した曲げひび割れ耐力と軸力の関係を示す。提案式では既往の交差 H

形鉄骨内蔵 CES柱の研究に従い,高軸力下 (約 0.3以上)での曲げひび割れ耐力を RC規準

算定式よりも小さく評価しているが,H形鉄骨内蔵 CES柱にはその範囲での実験が無いた
め,両者に顕著な差異は表れなかつた。しかしながら,実験を行つた範囲においても提案

含
ミヽ

ゞ

′θ0

f.2

８

　

　

４

θ

　

　

θ
ぐ
Ｑ
ｅ
だ

B25-c B30-a B3MB B3MB― F B3L D2

モ

デ

ル

Ａ

正 0232 0247 0263 0244 0306 0292 0322 0266 0274 0208

負 0338 0221 0262 0305 0298 0285 0402 0323 0362 0344 0225 O164

モ

デ

ル

Ｂ

正 0277 0229 0240 0339 0288 0228

負 0256 0281 0339 0380
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式の方が RC規準算定式よりも若干対応が良いと判断し,ス ケル トン曲線はモデル Bを採
用し,第一折れ点を式(5-2),式 (5-3)で評価することとする。

5,3履歴曲線のモデル化

既往の研究から,CES柱の履歴特性は一般的に鉄骨部材に用いられる Norlnal Tri― Linear
と,RC部材に用いられる Takcdaモデルとの中間的な性状を示すことがわかっている。そこ
で CES柱の基本履歴モデルとして図 5-4に示すものが提案されている。

図 5-4 CES柱の復元カモデル

この履歴モデルでは,曲げひび害Jれ後の除荷剛性は経験変形角の増大に伴う剛性低下を

考慮し,Takedaモデルおよび Cloughモデルを参考に,式(5-4)に より経験した最大部材角 R″

に伴って初期剛性 民から低下させている。

κ′=κι×
11:「 |~α

(5-4)

ここで,α :除荷剛性指数

また Takcdaモデルでは,最大変形点から除荷した場合,剛性んの線上を進み,荷重 0の

点においてスケル トン上の反対側の過去の最大変形点を目指すが,CES柱の履歴特性は荷
重 0の点ではまだある程度の剛性を維持していることから,図 5-4に示すように,剛性の変

化点 (剛性んから最大点を目指し始める点)に対して直前の最大点の耐力 0″ に対する比β

を定義した。
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5.3.1除荷剛性 Krの検討

各サイクルの除荷剛性 (害1線剛性)ん の値は図 5-5の ように実験結果から求めた。実験に

おける各サイクルの除荷剛性指数αを図 5¨6に示す。軸力比や繊維混入量,せん断スパン比

の違いによるαの差異はほとんどなくα=0.4～0.6であり,ほぼ 0.5を 中心に分布している。

また変形角の差異による αの変化もほとんどない。しかしながら内蔵鉄骨量に関しては,

その値が大きくなるほどαの値は明らかに小さくなる。したがつて内蔵鉄骨量Иsに よる除

荷剛性指数 αへの影響を考慮するために,実験結果よりαを以下の式(5-5)で表すこととし

た。

α=-2もあ2)卜0.55 (5-5)

ここで,b:柱断面の幅
D:柱断面のせい

図 5-5 除荷剛性の定義
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▽
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Ｂ

Ｂ
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図 5-6 各パラメータにおける除荷剛性指数 ″

5.3.2剛性変化点βQmの検討

剛性の変化点β6(剛 性 等から最大点を目指し始める点)は ,図 5-7に示すように実験
における半サイクルの面積とモデルの面積が等価 (エネルギーが等価)に なるよう設定し

た。なお,本来 2メま直前の載荷サイクルにおける最大耐力であるが,こ こでは正負が同じ

耐力であると仮定して反対側の最大耐力を便宜上 ら として用いている。

(a)実験の半サイクル面積 (b)モデルの半サイクル面積
図 5¨7 岡1性変化点のモデル化

実験結果より求めた各サイクルの剛性変化点の耐力比 ルクら の平均値を図 5-8に示す。

R=0.01rad.以 前では,試験体によるβの差異はほとんど無く,変形角が大きくなるに従つて

小さな値となり,R=0.02rad.以 降はほぼ一定の値に収束している。なお,試験体 B3H,C2
および D2では R=0.02rad.以 降で耐力低下を生じるため, βの値は大きくなる。そこで,こ
の影響は考慮しないこととした。

▼  ▼
▼

▼ ▼

>>>● >

レ B3
▼ B3L
( B3H

▼ | ■ B3MB‐ F
▲ B3MB

rlta ●    ■
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実験結果から,β の値に最も影響を与えているのは軸力比であり,軸力比が高くなるほど

βの値も大きくなる傾向にある。そこで,軸力比を関数をとし,全試験体に関するβの近似

式を作成した。近似式は,変形角 R=0.00 rad.で β=0.6,変形角 R=0.02rad.以 降では一定とし,

R=0～ 0.02rad.で は変形角に線形比例するものとした。変形角 R=0.02rad.以 降でのβは図 5-9

に示すように,実験での平均値を軸力比の関数で近似した。これらの結果から,β の値の近

似式を以下のように設定した。

R勤 .02rad.の とき :

(5-6)
６０＋鳥うん一上

札

／
１

‐

‐
‐

ヽ

〓β

R>0.02rad.の とき :

β=062ザ
)卜

十α14       ●0
式 5-6,5-7に よるβと変形角 Rと の関係を図 5-10に示す。

θ.8

O f 2 3 4 5 6

0.6

θ.イ

θ.2

θ.0

R`x′θ
-2rad.リ

図 5‐8 各変形角の平均値
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f.θ

θ.

0.6 β=062N/NO+014
(R=002～ 005)

0.Ol      l      :      1      1      1
θ.θ      O.イ       θ.2      θ.3      0.イ       0.5

N/N。

図 5-9 軸力比の影響

θ.イ

0.2

0.8

θ.

0.4

θ.

θ イ 23456

Rrxィσ
2raCtリ

図 5-10 βのモデル化

5.4履歴モデルの検証

実験結果から得られた CES柱の履歴特性では,変形角の進行に伴い多くの試験体で耐力

低下がみられ,履歴モデルとの差異が大きくなる。そこで本論では,実験結果と履歴モデ
ルの吸収エネルギーの差に着目し,既往の研究で提案した変形能力評価式と総合し,モデ
ル化を行う変形角の範囲を決定した。

図 5-Hに各試験体の履歴モデルと実験結果の吸収エネルギーを,表 4に 4章で提案した

評価式(5… 8),(5-9)お よび(5-10)を用いて算出した限界変形角 R80,R85,R90お よび図 5-Hか

ら判断した履歴モデルと実験結果の吸収エネルギーの差異が顕著になる変形角 REを示す。

ここで,REは吸収エネルギーの差が 10%を超えない範囲での最大変形角とした。
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R80 cJ=~24.5・ N′N。 +18.5・ИyBD+1.6・ a/D十(-24.4byら+14.6)F139.3 byあ -17.4

R85 cJ=~19.1・ N′N。+13.5・ИyBD+1.2・ 0ノD+(― H.O byb+6.6)・ F126.2 byb-10.3

R90 cJ=-14.3・ N/N仕9.3・ИyBD+0.7・ a/D+(-5.5bノb+3.4)F+21.3bノ 9-7.8

(5-8)

(5-9)

(5-10)

表 4から,REと 最も対応が良いのは R85で あり,R85を REで除した値の平均値は 1.01,標

準偏差は 0.15と なつた。そこで,図 5-12で は変形角 R85程度までモデル化している。

また,図 5-13に変形角 REまでの吸収エネルギーの合計 バ を履歴モデルと実験結果の比

較で示しているが,履歴モデルが実験結果と良好な対応を示していることが確認できる。
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図5-11 履歴モデルと実験結果の吸収エネルギーの比較
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(m)試験体 D2

図 5…11 履歴モデルと実験結果の吸収エネルギーの比較

表 4 R80,R85,R9。 および REの値

Ｆ
，
と
こ
ゝ
Ｏ
Ｐ
囀

Specimen N/N。 ИyBD a/D
Rao 

"ol
(%')

RB5 tol

(%")

Rgo 
"ol

(%")

RE

の

A2 0.188 0.0421 2.5 4.75 3.89 2.95 4.0

Bl 0.095 0.0421 2.0 6.23 5.07 3.92 5.0

B2 0.188 0.0421 2.0 3.95 3.29 2.60 4.0

B25-c 0.218 0.0421 2.0 3.21 2.72 2.17 3.0

B30-a 0.282 0.0421 2.0 1.64 1.50 1.26 1.5

B3 0.278 0.0421 2.0 1.74 1.58 1.31 1.5

B3-F 0.28 0.0421 2.0 2.91 2.09 1.59 3.0

B3″B―F 0.28 0.0636 2.0 3.58 3.36 3.09 3.0

B3″B 0.28 0.0636 2.0 3.55 3.34 3.05 3.0

B3L 0.292 0.0292 2.0 1.16 1.13 1.00 1.0

B3H 0.300 0.0701 2.0 1.72 1.53 1.26 1.5

C2 0.192 0.0421 1.5 3.05 2.62 2.19 3.0

D2 0.193 0.0421 1.0 2.23 2.01 1.82 1.5
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5.5市販の構造解析ソフトヘの適用例

前節までは剛性低減型の履歴曲線を用いた履歴モデルを提案し,その精度を検証した結

果,水平変形角 R85程度まで実験結果と極めて良い対応を示すことを確認した。そこで,本

節では提案した履歴モデルの構造解析ソフ トで用いられる材端バネモデルヘの適用性を検

証する。

5.5.1解析手法の概要

解析には市販の構造物非線形解析ソフト「SANP」
2oを
用いた。SANPは任意形状の非線

形構造物に対する部材レベルの動的応答解析,応力解析,増分解析を行うことができる。

図 5-14に全体図―モデルおよび 3Dモデルを示す。解析は 6節点を用い,岡 1域長さをス

タブ高さの 1/4に設定する。節点荷重はスタブを 3等分,柱の分は 1番と2番節点に入れ ,
部材荷重に関して,荷重タイプは分布荷重である。また,上に水平力を載荷し,下を固定

する。軸力は下から加力する。

スケル トンモデルを図 5-15に示す。また,提案した CES柱の履歴モデルに近似した鉄鋼

剛性低減型 F(ST3)モ デル (図 5-16に 示す)を用いて,CES柱の履歴モデルに基づいて,各
パラメータの値を入力した。

Q

一

図 5…14 全体図一モデルおよび 3Dモデル

民 :ひび割れモーメン ト

ら :曲げ終局モーメン ト

ひび割れ後剛性低下率 α=0.3

降伏後剛性低下率β=0.001

図 5-15 スケル トンモデル
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図 5-16 CES柱の履歴モデルおよび鉄鋼剛性低減型 F(ST3)モ デル

5.5.2解析結果

図 5-17に実験および解析による水平荷重一水平変位関係を比較したものを示す。ここで

せん断力は柱頂部の水平荷重,水平変位は柱上部位置での変位とした。解析結果は良好な

対応を示しており,高い精度で履歴ループを再現できている。

200

ご

ざο

‐20θ

‐400
―イ8 -36

‐48 ‐36 ‐24 ‐f2  0  72  24  36  イ8  60

Dたρracemenf`m″ ,

図 5-17 実験および解析による水平荷重一水平変位関係の比較
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5.6ま とめ

本章では既往の実験結果に基づいて,CES構造柱のスケル トン曲線 (モデル Aお よびモ

デル B)と履歴モデルを検討した。また,検討した多くの試験体で変形角の進行に伴い耐力

低下が発生するため,実験結果と履歴モデルの吸収エネルギーの差に着目し,変形能力評

価式と総合したうえで,モデル化する変形角の範囲を決定し,履歴モデルの精度を検証し

た。

筆者らが提案しているモデル Bで曲げひび割れモーメントの算定式に関して,実験結果
の範囲においては RC規準による算定式 (モデル A)と 比較して大きな差異があるわけでは

ないが,高軸力下で安全側の評価となることを考慮して採用することとした。

軸力比,繊維混入量およびせん断スパン比が除荷剛性係数 αへの影響は殆ど無いのに対

し,鉄骨量の増加に伴い除荷剛性係数 αの値は明らかに小さくなるため,その関係を関数

化し,履歴曲線モデルに適用した。

CES柱の簡便な線材モデルを想定した Tri―Linear型のスケル トン曲線と剛性低減型の履歴

曲線を用いた履歴モデルを提案した。また,履歴モデルの精度を検証した結果,各試験体
のモデル化は変形角 R85程度まで実験結果と極めて良い対応を示すことを確認した。

CES柱の静的載荷実験を対象とした SNAP解析により提案した履歴モデルは材端バネモ

デルヘの適用の検証を行つた。その結果,最大耐力および除荷剛性など,実験結果と比ベ

良好な対応を示しており,高い精度で履歴ループを再現できている。
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第 6章 結論

6.1本研究のまとめ

本論文では,バ ンドプレー トの幅,FRCの繊維混入量および内蔵鉄骨のフランジ幅など
を実験変数とし,H形鉄骨を内蔵した CES柱の静的載荷実験を実施した。また,その破壊
性状,耐力性能および変形性能について把握するとともに,既往の研究を踏まえ,実験に

おける各パラメータ (軸力比,鉄骨量,せん断スパン比,FRCの繊維混入量および内蔵鉄
骨のフランジ幅)が CES柱の変形能力に及ぼす影響を検討し,これらの影響を総合的に評

価できる H形鉄骨内蔵 CES柱の変形能力評価式を提案し,その妥当性について検証を行つ

た。

さらに H形鉄骨内蔵 CES柱の履歴曲線のモデル化手法について検討し,履歴モデルと実

験結果との吸収エネルギーの差異に着日し,変形能力評価式との比較によリモデル化を行

う際の変形角の範囲を決定し,実験結果との対応を確認した。

本研究で得た知見を以下に要約する。

(1)バンドプレー トによる内蔵鉄骨の局部座屈の抑制および H形鉄骨内蔵 CES柱の変形能

力の向上などの効果はほとんど期待できなかつた。また,軸力比に関しては,0.25と 0.3

の僅かな変化であつてもCES柱の変形能力に与える影響は極めて大きい。

(2)FRCの繊維混入量を増カロさせることで CES柱の変形能力を大きく改善させることが可

能である。また,内蔵鉄骨のフランジ幅を大きくし,鉄骨によるコンクリー トの拘束領

域を増加させると,CES柱の変形能力は向上するが,逆にフランジ位置でのかぶりが小

さくなるため,変形能力改善に及ぼす繊維混入量の影響は小さくなる傾向にある。

(3)軸力比,内蔵鉄骨量およびせん断スパン比の三つのパラメータと各試験体の限界変形角

R80,R85お よび R90の 間には線形比例関係があることを示し,軸力比,鉄骨量,せん断

スパン比,繊維混入量および鉄骨フランジ幅の 5つのパラメータを考慮した CES柱の変

形能力評価式を提案した。また,提案式の精度を検証した結果,限界変形角 R∂θ,R∂ 5,

R9θ の計算値と実験値の比の平均値は 1.00,0.99お よび 1.00,標準偏差は 0.09,0.09お

よび 0.10と なり,実験結果と極めてよい対応を示した。

(4)CES柱の簡便な線材モデルを想定した Tri―Linear型のスケル トン曲線と剛性低減型の履

歴曲線を用いた履歴モデルを提案した。また,履歴モデルの精度を検証した結果,各試

験体のモデル化は変形角R85程度まで実験結果と極めて良い対応を示すことを確認した。

(5)提案した履歴モデルの構造解析ソフトで用いられる材端バネモデルヘの適用性の検証を
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行つた。その結果,最大耐力および除荷剛性など,実験結果と比べ良好な対応を示して

おり,高い精度で履歴ループを再現できている。

6.2今後の検討課題

本研究で未検討,未解決の事項を以下に示す。

軸力については一定のものを対象としているため,隅柱や側柱等の変動軸力を受けるも
のについてはさらに検討が必要である。また,本論では提案した履歴モデルは変形角 R85程

度まで実験結果と極めて良い対応を示したが,耐力低下を考慮できる履歴モデルの検討は

今後の課題の一つといえる。
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饉
儀 各試験体の歪ゲージ位置

レ
し
４
４

CL

側フランジ

CL

西側ウェブ南側フランジ

(a)試験体 B30-aの歪ゲージ位置
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W25
W26
W27

W28
F(B)T   W29

-W30

北側フランジ 南側フランジ

(b)試験体 B30-b,B25¨bの歪ゲージ位置

西側ウェブ
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RD硼
W21

W22

北側フランジ 南側フランジ

(c)試験体 B30-c,B25-cの歪ゲージ位置

西側ウェブ
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ン゙ンラフ

ｃＬ
側レしコイ

CL

西側ウェブ南側フランジ

(d)試験体 B3-Fの歪ゲージ位置
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W19
W20
W21

122
W23
W24

Ｗ２
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胆

　

Ｗ２

Ｗ２

旧

北側フランジ 南側フランジ

(e)試験体 B3MB― R B3MBの歪ゲージ位置

西側ウェブ
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W19
W20
W21

W22
W23
W24

W25
W26
W27

‖28
W29
W30

ン゙ンラフ

ｃＬ

側レし４４

CL

西側ウェブ南側フランジ

(f)試験体 B3HCの歪ゲージ位置
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付録 2変位計測定位置

試験体正面

5,23:柱頭部相対変形測定

6から9,24か ら27:曲率測定

試験体裏面

1,2:水平変位測定
3,4:水平変位測定

10,28:柱脚部相対変形測定

(a)試験体の正面と裏面
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試験体北面 試験体南面

11,16,23,28:鉄骨部相対変形測定
12から15,24か ら27:鉄骨部曲率測定

5,10,17,22:コ ンクリー ト部相対変形測定
6から9,18から21:鉄骨部曲率測定

(b)試験体の北面と南面
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付録 3 CHゲージ対応表

(a)試験体 B30-a, B3-F, B3MB, B3MB― F, B3HC

ch増薔
=号

変 位 討 ・

ゲージ番
号

位 置 計測器 係 数
格

カ

定

出 容 量

Q 水 平 ジ ャッキ 075 2666 2000
N(南 ) 075 2000

002 N(1ヒ ) 鉛 直 ジ ャッキ (北 ) 075 2666 2000
003 Dl 水 平 変 位 (上 ) SDP-200 001 20000 200
004 D2 平 : 〔立(T) SDP-200 001 20000 200

D3 位 南 ) SDP-100 002 5000 100
006 D4 鉛 直 変 位 (北 ) SDP-100 5000
007 D5 二側 コン ク リー ト上 部 相 対 変 形 CDP-50 0005 10000

D6 コンクリー ト 率 0002 12500
009 D7 北 側 コン ク リー ト曲 率 測 定 CDP-25 0002 12500

D8 Uコンクリー ト曲率 測定 CDP-25 0002 12500
D9 CDP-25 0002 12500
D10 北 側 コン クリー ト下 部 相 対 変 形 CDP-50 10000
Dll 4B‖

`譲

上 部 相 対 変 形 CDP-50 0005 10000
D

=
CDP-25 0002 12500

5 D13 北 側 鉄 骨 曲 率 測 定 CDP-25 0002 12500
D 1個‖G 骨 曲 率 測 定 CDP-25 0002 12500
D 定 CDP-25 0002 12500
D16 北 側 鉄 骨 下 部 相 対 変 形 CDP-50 10000
D 南 E相 対 形 CDP-50 0005 10000

020 D 南側 コン
`

CDP-25 0002 12500
021 D 南 側 コン ク リー ト曲 率 測 定 CDP-25 12500

D20 南 lコンクリー ト曲率 測l: CDP-25 0002 12500
023 D21 南側 コンクリー ト曲率測 定 CDP-25 0002 12500
024 D22 南 側 コン ク リー ト下 部 相 対 変 形 CDP-50 0005 10000
025 D23 部 ,形 C[)P-50 0005 10000
026 D24 南 側 鉄 骨 曲 率 測 定 CDP-25 0002 12500
027 D25 南 :測定 CDP-25 0002 12500

D26 南 CDP-25 0002 1 :500

029 D27 南 側 鉄 骨 曲 率 測 定 CDP-25 0002 1

D28 南 下 Bネロ,計 形 CDP-50 0005 10000
Nl 正 =LA-5- 0948 211 2

032 N2 北 側 上 端 部 裏 面 側 =LA-5 0948 211
033 N3 ‖正面倒 :LA-s- 0948 211 2

N4 正 =LA-5- 0948 211 2

035 N5 Jヒ allIE]罰 all =Lヘー5 0948 211
N6 ‖正面イ馴 =LA-5- 0948 211 2

N7 =LA-5- 0948 211
038 N8 北 側 下 端 部 正 面 側 =LA-5- 0948 211
039 N9 ‖下端 「 裏 面 側 =LA-5- 0948 211 2

040 S 」■, 正 =LA-5- 0948 211
041 S 南 側 上 端 部 裏 面 側 =LA-5- 0948 211
042 南 側 正 面 側 =LA-5- 0948 211 2

S 南 正 面 =LA-5-1 0948 211
044 S 南 側 正 面 側 =LA-5- 0948 211
045 南 側 正 面 Rll LA-5- 0948 211 2

046 S ‖正面 4E‖ LA-5-1 0948
047 S 南 側 下

'

正 LA-5-1 0948 211
048 S18 南 側 下 端 部 裏 面 側 LA-5- 0948 211
049 W 両 コ由-1-Y 『RA-5- 0952
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(b) 試験体 B30-b, B25-b, B30‐ c, B25-c

ch番号
変 位 計・

ゲ ー ジ 番

号
位 置 計 測 器 係 数

定 格

出 力
容 量

000 Q 075 2666
001 N(南 ) 鉛 直 ジ ャッキ 〈南 ) 075 2000
002 N(1ヒ ) 鉛 直 ジ ヤ ッキ (北 ) 075 2666 2000
003 Dl 水 平 変 位 (上 ) SDP-200 001 20000 200
004 D2 水 平 変 位 (下 ) SDP-200 001 20000 200
005 D3 鉛 直 変 位 (南 ) SDP-100 002 5000 100
006 D4 鉛 直 変 位 (北 ) SDP-100 002 5000
007 D5 北 側 コン ク リー ト上 部 相 対 変 形 CDP-50 0005 10000 50

D6 Jヒ倒lコンクリー ト曲案 測 宇 CDP-25 0002 2500
009 D7 北 側 コン ク リー ト由 率 測 定 CDP-25 2500
010 D8 CDP-25 0002 2500

D9 北 側 コン ク リー ト曲 率 測 定 CDP-25 0002 2500
012 D 北 側 コン ク リー ト下 部 相 対 変 形 CDP-50 0005 D000 50
013 D 側 鉄 骨 上 部 相 対 変 形 CDP-50 0005 10000
014 D 北 側 鉄 骨 曲 率 測 定 C[)P-25 0002
015 D ョヒalJ鉄・E・曲 率 測

=菫
C[)P-25 0002

016 D 4 北 側 鉄 骨 曲 率 測 定 CDP-25 0002
017 D 5 北 側 鉄 骨 曲 率 韻 CDP-25 0002 2500
018 D 北 側 鉄 骨 下 部 相 対 変 形 CDP-50 0005 50

019 D 南 4即lコンクリー ト上 部 相 対 変 形 CDP-50 0005 10000
020 南 側 コン ク リー ト曲 率 測 定 C[)P-25 :2500
021 D19 南側 コンクリー ト曲率 測 定 C[)P-25 0002 12500
022 D20 南イ鵬lコンクリー ト曲菫 測 申 CDP-25 0002 1 500
023 D21 南 側 コン ク リー ト曲 率 測 定 CDP-25 0002 12500
024 D22 南側 コンクリー ト下 部 相 対 変形 CDP-50 0005 10000

D23 南 側 鉄 骨 上 部 相 対 変 形 CDP-50 0005 10000
026 D24 南 ull鉄骨 曲 率 測 定 CDP-25 0002 12500
027 D25 南 側 鉄 骨 曲 率 測 l定 CDP-25 0002 12500
028 D26 南 側 鉄 骨 曲 率 測 定 C[)P-25 0002 12500
029 南 側 鉄 骨 曲 率 測 定 12500
030 D28 南 イ則鉄 骨下 部 相 対 変 形 CDP-50 0005 10000
031 Nl 北 側 上 端 部 正 面 側 =LA-5- 1-5日 0948 1

032 N2 北 ■ll上 端 部 裏 面 側 =LA-5- 1-5日 0948
033 N3 北 側 正 面 4111 =LA-5- 1-51 0948
034 N4 北 側 正 面 側 rLA-5 1-5L 0948 1

035 N5 北 側 正 面 側 =LA-5 1-5L 0948
N6 Jヒ佃:lIE E5佃 ll 0948 :

037 N7 北 側 正 面 側 LA-5 1-51 0948 1

N8 Jヒull T]需 ョ椰IE]罰 alJ =しヘー5 :-5L 0948
039 N9 Jヒ 4111下 端 部 真 副 ‖ 0948 1

040 南 側 上 端 部 正 面 側 =LA-5 1-5L 0948 1

041 Sll 上 端 部 裏 面 側 ILA-5- 1-5L 0948
S12 「側 正 面 側 =LA-5- 1-5L 0948

南 all正面 側 =LA-5 1-51 0948
S14 南 イ則正 面イ即: rLA-5- 1-5: 0948

045 南 側 正 面 ull rLA-5 1-51 0948
046 S16 南 alJ正面 イ則 =LA-5-11-51 0948 2

047 S17 南 側 下 端 部 正 面 側 ILA-5- 1-51 0948 2

048 S18 南 側 下 端 部 裏 面 ■ll =LA-5- 1-51 0948 2
049 W19 コロ41晴 3車コー1-Y 0952

25al13軍由-2-Z 0952
0952

21四 alJ3コ田-3-Y

の ハ ン ト
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付録 4 CES柱の曲げひび害1れ強度について

RC規準による曲げひび割れ耐力算定式を以下に示す23ヽ

ν。=qら十半,(0=0%J嘔再夏) (Al.1)

ここで,ル :鉄筋を考慮した有効断面係数である。

上記の式は,弾性理論に基づく式であり,図 Alに示すように軸力が大きくなると引張縁

がひび割れ強度に達するときの圧縮縁のひずみが大きくなるため,弾性理論では適合しな

くなり,式(Al.1)に比べ曲げ強度が小さくなる。

低

-

軸力

図 Al 曲げひび割れ強度時の応力分布

図 A2は,試験体 B2について引張縁のひずみを一定として平面保持の仮定により求めた

場W関 係をプロットしたものである。同図より,軸力が高くなるほど式(Al.1)に比べ平面
保持の仮定により求めた曲げ強度が小さくなつていることがわかる。ただし,今回の実験

範囲であるⅣ≦0.3馬 (≒ 1200kN)で はその差は僅かであった。しかしながら交差 H形鉄骨内

蔵の CES柱実験 7)においては,図 A3に示すように高軸力下でも曲げひび割れモーメント

は比較的小さな値を示している。

応力度分布 応力度分布 応力度分布
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以上のことから,曲げひび害1れモーメントを図 A2

割れ耐力曲線は,最大ひび割れ耐力 馬ε(引張側),

40の 3点から以下のように表すこととした。

⊆皇

響
<Ⅳ ≦Ⅳε

“

の 時 :

の提案式のように設定する。曲げひび

力Ъ (圧縮側),最大ひび割れ曲げ耐力

(Al.2)

Arた ≦Ⅳ ≦
(Ⅳσε+Ⅳκ) の時 :

(Al.3)

ここで,Ⅳ oε =Ⅳ。″+(Ⅳ′″―Ⅳた),耗″:CES柱の圧縮側終局軸耐力,鴫 =-0・56√θИ′,И `:
鉄骨を考慮した断面積,叫″:CES柱の引張側終局軸耐力,ν

「

CES柱の最大終局曲げ耐力

である。なお,軸力の符号は圧縮を正,引 張を負とする。

50      f00      f50      200     250

MikNm)

図 A2 計算方法の違いによる曲げひび割れモーメントの比較

′.2

-8-RC規準
―A― 提案式
● VFl

= VF2
▲ VF2N5
▼ VF2NV

-0.イ

000 0′ O      θ′5      0.20

M/bD2亀

図A3 交差 H形鉄骨内蔵の CES柱の曲げひび割れモーメントと軸力の関係
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